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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 
  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 
２ 平成14年３月期及び平成15年３月期の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、当期純損失金額が計上され
ているため、平成16年３月期については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、また、平成17年３月期及び
平成18年３月期については、潜在株式が存在しないため、当該欄は「―」と記載しております。 
３ 平成15年３月期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純損益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の
算定にあたっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関
する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 
４ 平成16年７月18日に一般募集による増資8,000,000株、平成16年８月17日に第三者割当による増資845,000株を実施した結
果、発行済株式総数は合計8,845,000株増加、純資産額は合計31億４千５百万円増加しております。 
５ 平成17年３月期から、北一大隈（北京）机床有限公司、大同大隈股份有限公司及びオークマ オーストラリア Pty.Ltd.
を新たに連結範囲に加えております。 

回次 第138期 第139期 第140期 第141期 第142期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 91,961 80,238 86,845 115,225 151,342 

経常損益 (百万円) △3,210 △4,190 1,906 9,368 17,068 

当期純損益 (百万円) △6,762 △3,355 1,229 9,069 12,110 

純資産額 (百万円) 40,565 35,532 38,662 51,216 91,089 

総資産額 (百万円) 118,692 113,206 115,273 118,458 178,841 

１株当たり純資産額 (円) 315.90 279.69 304.39 376.95 539.88 

１株当たり当期純損益 (円) △52.24 △26.27 9.65 67.73 80.03 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 34.2 31.4 33.5 43.2 50.9 

自己資本利益率 (％) ― ― 3.3 20.1 17.0 

株価収益率 (倍) ― ― 40.5 8.1 20.1 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △95 4,560 7,904 15,559 11,653

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 2,557 △4,274 1,473 △1,961 △9,220

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △2,450 3,094 △5,554 △18,156 9,325

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 14,484 17,906 21,938 18,475 32,624

従業員数 (名) 1,975 1,947 1,897 2,040 2,535 



６ 平成17年10月１日付の株式交換により発行済株式総数は25,098,551株増加、純資産額は14,945百万円増加しております。
また、大隈豊和機械㈱を持分法適用関連会社から連結子会社としております。 
７ 平成18年１月26日に一般募集による増資5,360,000株、自己株式の処分1,640,000株、平成18年２月21日に第三者割当によ
る増資1,047,000株を実施した結果、発行済株式総数は合計6,407,000株増加、純資産額は合計107億１千６百万円増加して
おります。 

  
  

(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 平成14年３月期及び平成15年３月期の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、当期純損失金額が計上され

ているため、平成16年３月期については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、また、平成17年３月期及び

平成18年３月期については、潜在株式が存在しないため、当該欄は「―」と記載しております。 

３ 平成15年３月期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純損益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の

算定にあたっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

４ 平成16年７月18日に一般募集による増資8,000,000株、平成16年８月17日に第三者割当による増資845,000株を実施した結
果、発行済株式総数は合計8,845,000株増加、純資産額は合計31億４千５百万円増加しております。 

回次 第138期 第139期 第140期 第141期 第142期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 67,251 55,490 70,130 88,202 51,690 

経常損益 (百万円) △1,962 △6,173 636 5,346 4,657 

当期純損益 (百万円) △2,660 △5,131 496 6,025 3,802 

資本金 (百万円) 12,158 12,158 12,158 13,733 18,000 

発行済株式総数 (千株) 128,425 128,425 128,425 137,270 168,775 

純資産額 (百万円) 43,671 38,425 40,924 50,462 74,333 

総資産額 (百万円) 94,944 97,093 99,816 103,090 80,611 

１株当たり純資産額 (円) 340.09 301.82 321.49 370.65 440.46 

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

― 

(―)

―

(―)

―

(―)

5.00 

(―)

12.00

(―)

１株当たり当期純損益 (円) △20.55 △40.07 3.90 44.87 24.97 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 46.0 39.6 41.0 48.9 92.2 

自己資本利益率 (％) ― ― 1.2 13.1 6.1 

株価収益率 (倍) ― ― 100.2 12.2 64.7 

配当性向 (％) ― ― ― 11.1 48.1 

従業員数 (名) 1,371 1,367 1,336 1,286 18 



５ 当社は、平成17年10月１日付にて持株会社に移行し、新設分割の方法によって新たに設立したオークマ㈱にすべての営業を承継いた
しました。従いまして、平成18年３月期の営業成績につきましては、持株会社移行前の平成17年9月中間期業績に、持株会社移行後の
業績を加算しております。 

６ 平成17年10月１日付の株式交換により発行済株式総数は25,098,551株増加、純資産額は13,814百万円増加しております。
７ 平成18年１月26日に一般募集による増資5,360,000株、自己株式の処分1,640,000株、平成18年２月21日に第三者割当によ
る増資1,047,000株を実施した結果、発行済株式総数は合計6,407,000株増加、純資産額は合計107億１千６百万円増加して
おります。 
８ 平成18年３月期の「１株当たり配当額」は、経営統合記念配当２円を含めております。 

  



２ 【沿革】 
明治31年１月 初代社長大隈栄一が名古屋市東区石町３丁目において個人経営で大隈麺機商会を

興し、製麺機械の製造販売を開始しました。 
明治37年２月 各種工作機械の製造を開始しました。 
大正５年５月 大隈麺機商会を大隈鐵工所と改称しました。 
大正７年７月 大隈鐵工所を株式會社大隈鐵工所と組織変更しました。 
昭和12年11月 本社を名古屋市東区布池町から萩野工場(名古屋市北区辻町)へ移転しました。 
昭和24年５月 名古屋・東京・大阪の各証券取引所に株式を上場しました。 
昭和30年10月 子会社の大隈鋳造株式会社(現・連結子会社大隈エンジニアリング株式会社)を設

立しました。 
昭和44年８月 愛知県丹羽郡大口町に大口工場(現・本社工場；工作機械組立工場)を新設しまし

た。 
昭和54年９月 当社輸出製品のアフターサービスの提供を主目的として、米国ニューヨーク州に

現地法人オークマ マシナリー Corp.を設立しました。 
昭和55年５月 旧本社工場の主力を大口工場へ移転しました。 
昭和57年２月 本社業務を大口工場に移転しました。爾後大口工場を本社工場と呼称することに

しました。 
昭和59年３月 北米における販路拡大・顧客サービスの向上を目的として三井物産株式会社と合

弁で米国ニューヨーク州に現地法人オークマ マシナリー Inc.を設立しまし
た。同社はオークマ マシナリー Corp.の事業を継承しました。 

昭和62年２月 米国における現地生産のために、同国ノースカロライナ州に現地法人オークマ
マシン ツールス Inc.を設立しました。 

昭和63年１月 欧州地区の販売強化のため、西独の現地法人２社を買収し、オークマ マシナリ
ー ハンデルス GmbH及びオークマ サービス フュア ヴェルクツォイヒマシ
ネン GmbHと社名変更しました。 

昭和63年４月 子会社の㈲大隈鉄工マシンサービス(現・連結子会社オークマ興産㈱)を設立しま
した。 

昭和63年10月 可児工場敷地内(岐阜県可児市)に工作機械組立工場を新設しました。 
平成２年10月 オークマ マシナリー ハンデルス GmbHは、オークマ サービス フュア ヴ

ェルクツォイヒマシネン GmbHを吸収合併し、社名をオークマ ヨーロッパ
GmbH(現・連結子会社)に変更しました。 

平成３年２月 可児工場敷地内に部品加工工場を新設しました。 
平成３年４月 株式會社大隈鐵工所をオークマ株式会社と改称しました。 
平成５年９月 当社及び大隈エンジニアリング株式会社が、株式会社日本精機商会(現・連結子会

社)の株式の過半数を取得し、同社を子会社としました。 
平成７年７月 統合による経営の合理化を図るため、オークマ マシナリー Inc.は、オークマ

マシン ツールス Inc.と合併し、社名をオークマ アメリカ Corp.(現・連結
子会社)に変更しました。 

平成９年４月 南米市場における販売代理店の総括として、オークマ アメリカ Corp.と米国三
井物産株式会社の合弁で、ブラジル サンパウロ市にオークマ ラテン アメリ
カ Ltda(現・連結子会社)を設立しました。 

平成９年７月 アジア地域へ販売する工作機械の製造拠点として、大同股份有限公司と合弁で、
台湾に大同大隈股份有限公司（現・連結子会社）を設立しました。 

平成９年10月 可児工場敷地内にマシニングセンタ専用組立工場を新設しました。 
平成12年２月 アジア・パシフィック地域の販売強化策として、シンガポール支店の移転・拡

充、タイに現地法人オークマ テクノ タイランド Ltd.を設立しました。 
平成12年４月 米国西部地域の販売及びサービス拠点として、米国西海岸テクノロジーセンター

を開設しました。 
平成13年３月 中国における販売・サービス拠点として、上海に現地法人大隈机床（上海）有限

公司を設立しました。 
平成13年６月 本店を名古屋市北区から愛知県丹羽郡大口町へ移転しました。 
平成14年３月 豪州における販売・サービス拠点として、現地の代理店を買収し、オークマ オ

ーストラリア Pty.Ltd.（現・連結子会社）を設立しました。 
平成14年７月 中国における初の製造拠点として、北京北一数控机床有限責任公司と、共同出資

により、北一大隈（北京）机床有限公司（現・連結子会社）を設立しました。 
平成14年10月 連結子会社オークマ ヨーロッパ GmbHの２番目の拠点として、南ドイツテクノ

ロジーセンターを開設しました。 
平成15年３月 大阪証券取引所への株式及び転換社債の上場を廃止しました。 
平成17年４月 ニュージーランドにおける販売・サービス拠点として、オークマ ニュージーラ

ンド Ltd.を設立しました。 
平成17年10月 平成17年10月1日付にて、新設分割の方法によって新たに設立したオークマ㈱

（現・連結子会社）に全ての営業を承継いたしました。同時に商号を「オークマ 
ホールディングス㈱」に変更し、持株会社に移行しました。また、同日付にて株



  

３ 【事業の内容】 

当グループは、当社、子会社21社及び関連会社４社で構成され、ＮＣ旋盤、マシニングセンタ、複合加工機、ＮＣ

研削盤等の一般機械の製造・販売を主な事業内容としております。 

当グループの事業は一般機械の製造・販売業という単一セグメントでありますので、事業の種類別セグメント情報

の記載を省略しております。また、主要な製品の製造工程・製造設備・製造人員等が共通のため、各事業部門等に区

分して記載することを省略しております。 

以下、「第１ 企業の概況 ５従業員の状況」、「第２ 事業の状況 １業績等の概要」、「第２ 事業の状況

６研究開発活動」、「第３ 設備の状況」においても同様であります。 

当グループの事業に係わる位置づけと、事業内容は次のとおりであります。 

当社は、グループ全体の戦略統一、グループ全体の意思決定、事業子会社の経営監視を行います。 

  

  

連結子会社 

式交換を実施することにより、大隈豊和機械㈱（現・連結子会社）、大隈エンジ
ニアリング㈱（現・連結子会社）を完全子会社としました。 

当社 
グループ全体の戦略統一、グループ全体の意思決定、事
業子会社の経営監視 

オークマ㈱ 工作機械の製造・販売及びアフターサービス 

大隈豊和機械㈱ 工作機械の製造・販売 

大隈エンジニアリング㈱ 工作機械の修理改造及び保守部品の販売 

㈱日本精機商会 工作機械及び保守部品の販売 

オークマ興産㈱ 工作機械の部品加工及び組立、据付 

オークマ アメリカ Corp. 工作機械の製造・販売及びアフターサービス 

オークマ ヨーロッパ GmbH 工作機械の販売及びアフターサービス 

オークマ ラテン アメリカ Ltda 工作機械の販売及びアフターサービス 

北一大隈(北京)机床有限公司 工作機械の製造・販売及びアフターサービス 

大同大隈股份有限公司 工作機械の製造・販売及びアフターサービス 

オークマ オーストラリア Pty.Ltd. 工作機械の販売及びアフターサービス 



非連結子会社 

  

  

持分法適用関連会社 

  

関連会社 

  

当グループの事業系統図は、次のとおりであります。 

  

㈱大隈技研 工作機械の機械設計 

オークマ スチール テクノ㈱ 工作機械用板金部品製造 

愛岐協商㈱ 工場の建物管理 

オークマ テクノ タイランド Ltd. 工作機械の販売及びアフターサービス 

大隈机床(上海)有限公司 工作機械の販売及びアフターサービス 

オークマ ニュージーランド Ltd. 工作機械の販売及びアフターサービス 

大隈豊和サービス㈱ 工作機械のアフターサービス 

OKUMA&HOWA MACHINERY INC. 工作機械のアフターサービス 

OKUMA&HOWA MACHINERY GmbH. 工作機械のアフターサービス 

大隈豊和機械(上海)有限公司 工作機械のアフターサービス 

旭精機工業㈱ 各種精密金属加工品の製造・販売 

㈱ヴィッツ ソフトウェアの設計 

シーエヌシー マシンセールス LLC 工作機械の販売及びアフターサービス 

オークマ ユーズドドットコム GmbH 中古工作機械の販売 



  

 

  



  

４ 【関係会社の状況】 

  

(注) １ 特定子会社に該当します。 

２ 有価証券報告書を提出しております。 

３ 議決権の所有割合の( )内は、間接所有割合で内数であります。 

４ 持分は100分の20未満でありますが、実質的な影響力を持っているため関連会社としたものであります。 

５ 売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)が連結売上高の10％を超える連結子会社の「主要な損益情報等」は次のとお

りであります。 

  

名称 住所 

資本金
又は 
出資金 
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有割合 
(％) 

関係内容 

(連結子会社)   

オークマ㈱(注１,５) 愛知県丹羽郡大口町 10,000
工作機械の製
造・販売及びア
フターサービス 

100.0

当グループの主要な製品を製
造、販売している。なお、当社
より資金援助を受けている。
又、当社所有の土地及び建物を
賃借している。 
役員の兼任 ３名 

    千米ドル

オークマ アメリカ Corp. 
(注１,３,５) 

アメリカ 
ノースカロライナ州 
シャーロット市 

74,750
工作機械の製
造・販売及びア
フターサービス 

100.0
(100.0)

当グループの製品を販売してい
る。 
役員の兼任 ４名 

    千ユーロ

オークマ ヨーロッパ GmbH 
(注１,３,５) 

ドイツ 
ノルトラインヴェス
トファーレン州 
クレフェルト市 

2,556
工作機械の販売
及びアフターサ
ービス 

100.0
(100.0)

当グループの製品を販売してい
る。 
役員の兼任 なし 

大隈豊和機械㈱(注１) 愛知県江南市 5,961
工作機械の製
造・販売 100.0

当グループの製品を製造、販売
している。 
役員の兼任 ３名 

大隈エンジニアリング㈱ 岐阜県可児市 450
工作機械の修理
改造及び保守部
品の販売 

100.0
当グループの製品の修理及び保
守部品を販売している。 
役員の兼任 ２名 

㈱日本精機商会(注３) 愛知県小牧市 30
工作機械及び保
守部品の販売 

86.4
(86.4)

当グループの製品を販売してい
る。 
役員の兼任なし 

オークマ興産㈱(注３) 愛知県丹羽郡大口町 10
工作機械の部品
加工及び組立、
据付 

100.0
(100.0)

当グループの部品加工・組立業
務及び据付業務を受託してい
る。 
役員の兼任 １名 

    千レアル

オークマ ラテン 
アメリカ Ltda(注３) 

ブラジル 
サンパウロ州 
サンパウロ市 

250
工作機械の販売
及びアフターサ
ービス 

100.0
(100.0)

当グループの製品を販売してい
る。 
役員の兼任なし 

    千人民元

北一大隈(北京)机床有限公司 
（注１,３） 中国 北京市 108,880

工作機械の製
造・販売及びア
フターサービス 

51.0
(51.0)

当グループの製品を製造、販売
している。 
役員の兼任 １名 

    千新台湾ドル 

大同大隈股份有限公司(注３) 
  台湾 台北市 172,000

工作機械の製
造・販売及びア
フターサービス 

50.0
(50.0)

当グループの製品を製造、販売
している。 
役員の兼任 １名 

    千豪州ドル

オークマ  オーストラリア 
Pty.Ltd. (注３) 豪州 メルボルン市 6,069

工作機械の販売
及びアフターサ
ービス 

86.0
(86.0)

当グループの製品を販売してい
る。 
役員の兼任 ２名 

(持分法適用関連会社)   

旭精機工業㈱(注２,３,４) 愛知県尾張旭市 4,175
各種精密金属加
工品の製造・販
売 

18.8
(18.8)

当グループの製品を購入してい
る。 
役員の兼任 １名 



  

  

(注) オークマ㈱は会社設立後の平成17年10月～平成18年３月の業績であります。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員(当グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当グループへの出向者を含んでおり

ます)であります。 

２ 臨時従業員数(パートタイマー等を含んでおります)の総数は従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略しており

ます。 

３ 当期末の従業員数は前期末より495名増加しておりますが、その主な要因は、株式交換によって大隈豊和機械㈱を当社の

完全子会社とし、新たに連結の範囲に含めたことによるものであります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります)であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 臨時従業員は雇っておりません。 

４ 当期末の従業員数は前期末より1,268名減少しておりますが、その要因は、新設分割の方法によって新たに設立したオー

クマ㈱に従業員を承継したことによるものであります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当グループの労働組合は、大隈労働組合（組合員数 941名）、大隈豊和機械労働組合（組合員数 374名）及び

大隈興産労働組合（組合員数158名）と称し、日本労働組合総連合会を構成する産業別労働組合であるジェイ・エ

イ・エムに加盟し、これを上部団体としております。 

なお、労使関係については、相互信頼を基調として極めて良好であり、特記すべき事項はありません。 

  

会社名 
売上高 
(百万円) 

経常利益 
(百万円) 

当期純利益
(百万円) 

純資産額
(百万円) 

総資産額 
(百万円) 

オークマ㈱ 55,273 5,575 3,571 54,822 126,603 

オークマ 
アメリカ Corp. 

36,652 2,959 2,399 7,044 24,680 

オークマ 
ヨーロッパ GmbH 

19,316 1,251 749 3,169 11,610 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

一般機械の製造・販売 2,535 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

18 46.4 18.1 8,871 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度の我が国の経済は、企業収益の改善及び設備投資の増加と、個人消費の緩やかな回復により、景

気は着実に回復を続けております。 

工作機械業界におきましても、平成17年暦年の総受注額は1兆3千6百億円を超える史上2番目となる高い受注額を

記録し、内需・外需とも好調に推移いたしました。 

国内市場では、機械の更新投資の活発化及び生産能力増強のための新規投資等により、自動車関連向け及び一般

機械向けの需要は高水準に推移しております。 

また、海外市場においても、米州及びアジア市場を中心に、受注額は堅調であります。 

このような状況の中で、当グループは、「オンリーワン技術」である熱変位補償システム「サーモフレンドリー

コンセプト」を適用した製品や、門形マシニングセンタ等の「オンリーワン製品」の拡販に努め、売上高の拡大を

図ってまいりました。 

また、昨年10月の経営統合実施に伴い、国内営業拠点の統合やオークマ・コールセンターの新設などのサービス

強化策等を実施いたしました。オークマ及び大隈豊和機械製品の相互販売開始と併せ、経営統合の効果が実現して

きております。 

一方、生産面では、設備機械の新鋭化を積極的に行い、生産性の一層の向上を図るとともに、全社でコストダウ

ンを推進し、資材の値上げや増産に伴う経費増加を吸収いたしました。 

コストダウンにつきましては、複数の製品間での部品ユニットや素材の共通化により、原価を低減した結果、売

上高原価率は前期比1.6ポイント低下いたしました。 

また、本年3月には、マシニングセンタ用主軸の一貫生産工場として、岐阜県可児市に可児第4工場が竣工いたし

ました。この新工場により、生産能力を増強し、製品の納期短縮を実現していきます。 

新製品では、5軸複合マシニングセンタ「MU-500VA」が、2005年十大新製品賞（日刊工業新聞社主催）を受賞いた

しました。今回の受賞は、高精度横形マシニングセンタ「MA-Hシリーズ」（2003年度）、インテリジェント複合加

工機「MULTUS B300」（2004年度）に続き、3年連続の受賞であり、オンリーワン製品を開発する企業として、その

成果が広く認められたものであります。 

海外展開におきましては、欧米市場及び中国市場において、引き続き活発な営業活動を展開しております。 

上記の結果、当連結会計年度の売上高は、151,342百万円（前連結会計年度比31.3％増）、営業利益は18,688百万

円（同74.4％増）、経常利益は17,068百万円（同82.2％増）、そして当期純利益は12,110百万円（同33.5％増）と

なりました。 

  

次に、所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

① 日本 
日本は、一般機械業界を中心として大手ユーザーから中小企業に需要が広がるなど、受注は好調に推移し、
売上高は130,636百万円（前連結会計年度比34.1％増）となりました。 
損益面では、増収効果及びコストダウンの推進により、営業利益14,013百万円（前連結会計年度比93.0％
増）となりました。 

  
② 米州 

米州は、前年度に引き続き、オイル、航空機、医療業界関連で、需要が好調に推移した結果、売上高につい

ては37,238百万円（前連結会計年度比31.9％増）となりました。損益面では、増収効果と利益率の高い製品の

拡販により、営業利益3,132百万円（前連結会計年度比2.0倍）となりました。 
  
③ 欧州 

欧州は、一般経済指標が好転するなど経済は回復基調となり、ドイツ、イタリア市場中心に、需要は回復し

つつあり、売上高は19,316百万円（前連結会計年度比18.0％増）となりました。損益面では、粗利益率の改

善、経費削減の推進により、営業利益は1,191百万円（前連結会計年度比13.1％増）となりました。 



  
④ アジア・パシフィック 

中国・タイ市場を中心として、概ね受注環境は好調を持続しており、売上高については7,213百万円（前連結

会計年度比22.2％増）となりました。損益面では、増収効果及び生産現地法人の量産効果などにより、営業利

益295百万円（前連結会計年度比46.8％増）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物は、税金等調整前当期純利益16,113百万円の計上等に

よる営業キャッシュ・フローの増加と、新たに大隈豊和機械㈱を連結したことによる3,552百万円の増加により、前

連結会計年度と比べ14,149百万円増加し、当連結会計年度末には、32,624百万円となりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益16,113百万円の計上、増産によるたな卸資産の

増加3,952百万円、売上債権の増加1,365百万円等により、11,653百万円の増加となり、前連結会計年度と比べ3,905

百万円の減少となりました。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出6,620百万円、無形固定資産の取得による

支出1,394百万円等により、9,220百万円の減少となり、前連結会計年度と比べ7,258百万円の減少となりました。 

  

 (財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、株式の発行による収入8,532百万円、自己株式の売却による収入2,239百

万円、長期借入金の借入による収入7,000百万円、更に、長期借入金の返済による支出5,980百万円等により、9,325

百万円の増加となり、前連結会計年度と比べ27,481百万円の増加となりました。  

  

２ 【生産、受注及び販売の状況】 

生産、受注及び販売の状況については、当グループが製造・販売を行っている主要な製品別に区分します。 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を主要な製品別に示すと、次のとおりになります。 

  

(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

       ３  生産高には、新規に連結子会社となった大隈豊和機械㈱の生産高16,238百万円を含んでおります。 

主要な製品の名称 生産高(百万円) 前期比(％) 

ＮＣ旋盤 48,051 +63.9 

マシニングセンタ 76,789 +32.9 

複合加工機 25,965 +31.1 

ＮＣ研削盤 3,818 +14.4 

その他 1,907 -33.1 

合計 156,532 +38.4 



(2) 受注実績 

当連結会計年度における受注実績を主要な製品別に示すと、次のとおりになります。 

  

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 受注高には、新規に連結子会社となった大隈豊和機械㈱の平成17年9月末の受注残高14,770百万円を含んでおります。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を主要な製品別に示すと、次のとおりになります。 

  

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主要な販売先については、総販売実績の100分の10以上を占める販売先がありませんでしたので、記載を省略しておりま

す。 

  

主要な製品の名称 
受注高 
(百万円) 

前期比(％)
受注残高
(百万円) 

前期比(％) 

ＮＣ旋盤 50,559 +38.2 15,232 +30.3 

マシニングセンタ 95,326 +43.5 43,013 +89.7 

複合加工機 26,153 +8.7 8,318 +40.6 

ＮＣ研削盤 4,998 +35.6 2,612 +103.0 

その他 1,834 -37.5 12 -85.9 

合計 178,873 +33.8 69,189 +66.1 

主要な製品の名称 販売高(百万円) 前期比(％) 

ＮＣ旋盤 47,019 +54.3 

マシニングセンタ 74,989 +29.0 

複合加工機 23,751 +15.4 

ＮＣ研削盤 3,673 +15.8 

その他 1,907 -33.1 

合計 151,342 +31.3 



３ 【対処すべき課題】 

今後の見通しにつきましては、為替相場の動向、原油価格の高騰、金利の引き上げなどの不安定な要素も見受けら

れますが、全般として、企業の設備投資や個人消費は、安定して推移するものと考えております。 

工作機械業界におきましても、内需・外需とも引き続き旺盛な設備投資意欲を背景に、当面は高水準の受注状況が

続くものと考えております。 

このような状況の中で、当グループは、可児第４工場に引き続き、大型機械の組立工場として、第５工場の建設を

予定しております。既に稼働中の第４工場と合わせ、大型機械の素材投入から組立まで一貫生産することにより、大

幅な生産性の向上を目指します。 

同時に、オークマ及び大隈豊和機械製品の生産再配置による各工場の生産再編を行い、高効率生産を実現していき

ます。 

また、前期に引き続き設備機械の投資や生産方法の改善を推進し、収益力及び財務体質の強化に努めてまいりま

す。 

本年７月１日に予定しております４社の合併に向けて、当企業グループは、オークマ㈱と大隈豊和機械㈱を中心と

して、以下の具体的施策の実現により、合併効果を最大化していきます。 

① 営業戦略 

国内・海外拠点統合の完了、グローバル販売体制の強化 

② 技術戦略 

世界最強の商品ラインアップの構築、オンリーワン商品の展開 

③ 製造戦略 

工場別の生産体制の再編による生産効率、生産能力の向上 

④ サービス及び情報戦略 

２４時間サービスによるお客様への最高のサービスの提供 

グループ内でのサービス及び情報システムの統一 

  

  

４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。なお、文中における将来に関する事項は、平成18年３月末日現

在で当グループが判断したものであります。 

  

(1) 工作機械の主要消費地域の経済状況について 

 工作機械の需要は、主要消費地域（日本、米州、欧州、中国を含むアジア）の経済状況と同地域における設備投資

需要の変動に左右されます。特に、当グループの連結売上高に占める海外売上高の割合は、当連結会計年度において

51.9％、前連結会計年度においても54.3％といずれも50％を超える高い比率となっており、海外消費地域の経済状況

の悪化により需要が低下した場合は、当グループの業績への影響が懸念されます。 

  

(2) 原材料費の上昇について 

 工作機械の主要原材料として使われる鋳物・鋼材などは、原油価格の高騰、中国経済の拡大、国際的な需給の逼迫

などにより、価格が高値横這いとなっており、コストアップ要因となっております。このコストアップに対しては、

コストダウン推進や製品価格への転嫁によってカバーしておりますが、さらなる価格の高騰が続けば、当グループの

業績への影響が懸念されます。 



  
(3) 為替及び金利の変動リスクについて 

 当グループはグローバルに販売及び生産活動を展開しているため、外貨建て商取引及び投資活動等は為替変動の影

響を受けます。また、有利子負債の削減を軸に財務体質の強化に努めておりますが、金利上昇は支払利息の増加を招

き、当グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。当グループは、為替変動及び金利の変動リスクを回避す

べく、輸出地域の分散、社内管理規定に従ったヘッジ取引等を実施しておりますが、その影響を完全に回避できると

は限りません。 

  

(4) 自然災害及びテロ等のリスクについて 

 当グループは製造、販売及びサービス拠点をグローバルに展開しているため、予測不可能な自然災害、コンピュー

タウィルス、テロといった多くの事象によって引きおこされる災害に影響を受ける可能性があります。 

特に、当グループの本社機能及び主要な製造拠点があります愛知・岐阜両県は、東海大地震の防災強化地域であ

り、ひとたび大きな地震が発生した場合には、大きな損害が発生し、当グループの業績への甚大な影響が懸念されま

す。当グループといたしましては、建物等の耐震工事、防災訓練の実施及び従業員への啓蒙などの地震対策を逐次実

施しており、リスクの極小化に努めております。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

 当社は、平成17年６月29日開催の定時株主総会において承認された分割計画書ならびに株式交換契約書（平成17

年５月16日締結）の決議内容に基づき、平成17年10月1日付にて、分社型新設分割の方法により新設いたしましたオ

ークマ㈱に当社のすべての営業を承継させるとともに、商号を「オークマ ホールディングス株式会社」に変更し、

持株会社に移行いたしました。また、同日付にて株式交換を実施することにより、大隈豊和機械㈱、大隈エンジニア

リング㈱は、オークマ ホールディングス㈱の完全子会社となりました。 

 詳細につきましては、「第５ 経理の状況 １連結財務諸表等（１）連結財務諸表（重要な後発事象）前連結会

計年度」に記載しております。 

 なお、大隈豊和機械㈱の財務諸表は、第５ 経理の状況 ２財務諸表等（３）その他に記載しております。 

 また、大隈エンジニアリング㈱の平成18年３月31日現在の資産、負債、資本の状況は、下記のとおりでありま

す。 

 資産合計 6,318百万円、負債合計 2,174百万円、資本合計 4,143百万円 

  

当社は、連結子会社オークマ㈱、大隈豊和機械㈱及び大隈エンジニアリング㈱の３社を、平成18年７月１日付にて

吸収合併することを、平成18年１月11日開催の取締役会で決議し、同日付にて４社間で合併に関する覚書を締結いた

しました。 

その後、平成18年４月28日にて４社の取締役会を開催し、合併契約書を締結いたしました。 

 なお、当社は旧商法413条の３に規定する簡易合併制度により、合併を行います。 

 合併の概要は以下のとおりであります。 

  

合併の概要 

① 合併の方式 

 当社を存続会社として、オークマ㈱、大隈豊和機械㈱及び大隈エンジニアリング㈱の３社を消滅会社とする吸

収合併により行います。 

② 合併比率 

 当社は、オークマ㈱、大隈豊和機械㈱及び大隈エンジニアリング㈱の全ての株式を保有しているため、合併に

よる新株の発行及び資本金の増加は行いません。 

③ 合併交付金 

 合併交付金の支払いは行いません。 



６ 【研究開発活動】 

当グループでは、基礎及び応用研究からこれらの研究をベースとした新製品の開発まで一連の研究開発活動を、オ

ークマ㈱の技術本部及びFAシステム本部を中心として行っております。当連結会計年度は研究開発費として1,625百万

円を支出いたしました。 

研究開発活動の概要は、次のとおりであります。 

  

(1) 新機種開発 

工作機械業界では、技術革新の流れの中で、環境対応、高付加価値対応、高精度対応への要求が高まっておりま

す。また、熟練作業者の減少やグローバル展開に伴い、職人技に頼らずとも容易に使いこなせる工作機械が求められ

ております。当グループは、こうした要求に対して業界唯一の機電融合技術を持つ強みを活かし、オンリーワン技

術、商品の開発を展開しております。誰でも高精度加工を安定して実現する「サーモフレンドリーコンセプト」、衝

突を気にせず誰にでも熟練の操作を実現する「ぶつからない機械(アンチクラッシュシステム)」を開発、当グループ

の技術力を示すものとして市場で高い評価をいただいております。この「サーモフレンドリーコンセプト」は、「温

度変化に対して自律的に高精度加工を実現する知的工作機械・技術」として、2005年度 内閣総理大臣表彰「第1回も

のづくり大賞 優秀賞」を受賞いたしました。この技術は、2002年度 日本機械学会賞（技術）を受賞しており、これ

に続く栄誉であります。また、これらの技術を注入した5軸複合マシニングセンタ「MU-500VA」は、「究極の複合加工

『５軸加工＋旋削加工』を高速・高精度に実現した」として 2005年 日刊工業新聞 十大新製品賞を受賞いたしまし

た。 

当グループは、平成17年9月にドイツのハノーバーで開催された欧州国際工作機械見本市に出展、また、平成17年11

月にはプライベートショー「オークマグループマシンフェア」を開催いたしました。「サーモフレンドリーコンセプ

ト」と「ぶつからない機械」は、世界の工作機械の潮流を形成する技術として高く評価され、これらの技術を注入し

たインテリジェント複合加工機「MULTUS B300」（2004年 日刊工業新聞社 十大新製品賞 受賞）、「MULTUS B400」、

5軸マシニングセンタ「MU-400V」（2004年 日刊工業新聞社 機械工業デザイン賞 受賞）、5軸複合マシニングセンタ

「MU-500VA」（2005年 日刊工業新聞社 十大新製品賞 受賞）をはじめとした複合加工機、5軸加工機は多いに注目さ

れ、大変多くの引き合いをいただきました。 

自動車部品加工の分野では、グループ内のオークマ㈱と大隈豊和機械㈱で共同開発した並行2スピンドルCNC旋盤

「2SP-150H」（2005年 日刊工業新聞社 機械工業デザイン賞 受賞）、「2SP-250H」を商品化いたしました。両社の強

みを融合させ、高精度・高剛性で高い生産性を実現、自動車量産部品加工のラインに最適な並行2スピンドルCNC旋盤

シリーズであります。 

アルミホイール加工の分野は、当グループが圧倒的なシェアを有する領域であります。今回、アルミホイール加工

CNC旋盤「LAW-FⅡ」を開発、生産性と信頼性を高め、コストパフォーマンスに優れた機械として、国内外で数多くの

受注をいただいております。立形旋盤タイプの「LAW-V24」、横形4軸旋盤タイプの「LAW-2S」等の豊富なラインナッ

プとあわせ、今後も拡販が期待できます。また、アルミホイールの穴明け加工用として、立形マシニングセンタ「MB-

56AW」を市場投入、トータルソリューションを提供してまいります。 

液晶・半導体製造装置関連の分野では、昨年の門形マシニングセンタMCR-BⅡ×35型（日本経済新聞 優秀製品・サ

ービス賞 最優秀賞）に続いて、門形マシニングセンタMCR-A5C×35型を市場投入いたしました。プレス金型の分野で

も、自動車業界の世界同時生産対応等により、門形マシニングセンタの受注は引き続き好調に推移し、圧倒的なシェ

アを確保しております。門形マシニングセンタへもサーモフレンドリーコンセプトをさらに高度にして展開すること

により、さらなる差別化を図ってまいります。 

最近、需要が拡大している建設機械の分野では、大型部品を高精度に加工する横形マシニングセンタ「MA-800H」を

市場投入しております。この業界においては、当グループの中・大物部品加工用のマシニングセンタ、旋盤、複合加

工機が好調に受注を伸ばしており、今後、さらに期待が見込まれます。 

当グループは今後とも、お客様が求める「ソリューション（課題解決や付加価値向上のための提案）」を機械に組

込むことにより、新しい差別化・成長製品の創出を目指していきます。そして、トータルレスポンシビリティの強み

を拡げていきます。 

この戦略は、当グループならではの強みであり、他社が容易に真似できない差別化戦略であります。オンリーワン

技術・商品を間断なく創出し、その業界、対象ワークで絶対的な競争力をもつ生産手段を提供することにより、世界

のエクセレントカンパニーを目指したいと考えております。 

  

(2) IT製品とNC装置の開発 

当グループでは、平成12年4月に当グループ製品の特長であります自社開発NC装置（OSPシリーズ）を中核とした、

IT活用の新生産システムモデルとしてITプラザを発表いたしました。 



このITプラザは、3つの特徴をもっております。第一の特徴は、CAD/CAMであるADMACとNC工作機械へのエンジニアリン

グ・チェーンを形成するネットワークです。第二の特徴は、生産管理システムであるMacManからNC工作機械へのサプ

ライ・チェーンを形成するネットワークです。第三の特徴は、人の知恵とNC工作機械とナレッジデータベースシステ

ムであるKCMACを繋ぐナレッジ・チェーンを形成するネットワークです。 

平成14年後半には、対話プログラム機能であります「らくらく対話機能（従来NC装置に搭載）」とCADデータ活用で

形状入力レスを可能とする「ADMAC-Parts」と加工ノウハウを自動的にCAD図化する「ノウハウスケッチ機能」を合体

した、ハイブリッドCAD/CAM「ADMAC-Parts」を市場投入しました。その後、適用機種拡大、海外向けの各国語対応と

現地サポート体制の強化を図ると共に、順次様々な加工法を組込むことにより、半期300シート以上にまで販売数量を

着実に伸ばし、現在まで1,400シート以上を販売いたしました。 

また、平成15年後半には、この「ADMAC-Parts」の拡張機能として、複雑な加工における機械、工具、素材等の干渉

チェックをパソコン上の仮想NCマシンを用いて事前に高速かつ高精度に行い、複雑加工のNCプログラム作成からNCプ

ログラム検証までの一連の加工準備作業を支援する「3Dバーチャモニタ機能」を開発し、市場投入いたしました。 

平成16年には、ITプラザのエンジニアリング・チェーンを進展させるべく、パソコンベースの新世代NC装置「OSP-

P200」を開発し、米国で開催されたIMTS2004（シカゴショー）、日本で開催されたJIMTOF2004（日本国際工作機械見

本市）にて実機に搭載展示いたしました。 

「OSP-P200」の最大の技術的特長は、パソコンベースのオープンなハードウェア構成であること、NC機能とWindows

との融合を図った自社開発のリアルタイムOS（制御用の基本ソフト）を搭載したことであります。「OSP-P200」で

は、この技術的特長を活かした差別化機能として、「アンチクラッシュ機能（衝突防止機能）」と「らくらく対話ア

ドバンス」と「エクセルマシニング」の３つの新機能を開発いたしました。 

「アンチクラッシュ機能」は、世界で初めて、あらゆる運転状態で機械の衝突防止を可能にした「衝突防止機能」

であり、JIMTOF2004で発表以降、お客様から大変高い評価をいただいております。今日、激烈なコスト競争の一方

で、高付加価値を目指したものづくりが志向されています。この高付加価値なものづくり、部品加工を支えるものと

して、お客様の加工現場には、複合加工機の導入が進んでおります。動作の複雑な複合加工機では、不測の衝突を避

けるために加工準備時間が長時間化し、この長時間化は、煩雑に加工部品が変る多品種少量生産では、機械の稼働率

を一層低下させております。この加工準備を安全かつ短時間に行い、実際に機械が加工している時間、すなわち機械

の稼働時間を大幅に向上させる機能が、「OSP-P200」に搭載した「アンチクラッシュ機能」であります。本機能は、

OSP内に3次元の仮想NCマシンを装備し、機械の実動作に先行して、NC装置自身が自動的に工具やワーク、治具、機械

構造物の干渉チェックを行い、衝突前に機械を安全に自動停止させる機能であります。特に、NC装置が機械動作を予

見することが不可能な手動操作でさえも、機械の衝突防止を実現した例は、他になく、世界初の画期的な機能であり

ます。 

平成17年には、この「アンチクラッシュ機能」をさらに使い易くするため、現場で簡単に工具、冶具、素材の3次元

形状を設定できる「簡単モデリング機能」を開発、ドイツで開催されたEMO2005 (欧州国際工作機械見本市)に、4機種

5台に実機搭載展示し、実用性に富むとの高い評価をいただきました。その後、「アンチクラッシュ機能」や「簡単モ

デリング機能」の操作性の一層の向上を図っております。 

「らくらく対話アドバンス」は、NC機能とプログラム作成機能であるらくらく対話機能との融合を図り、G/Mコード

を覚えなくても容易に加工ができる「加工プログラムレス」を可能にしたもので、前述の「アンチクラッシュ機能」

と同様に、高付加価値加工にはなくてはならない機能と評価されております。 

「エクセルマシニング」は、NC装置上でエクセルファイルの操作を可能とし、加工指示、段取り、実績収集などを

エクセル操作で簡単にできるようにしたものです。ビジネスツールとして最も使われているパソコンソフトでありま

すエクセルとNC操作の融合は、加工現場のIT化を促進するものであります。 

「OSP-P200」は、今日までに培った機械制御技術と、3次元パソコン・シミュレーションソフトに代表される先進の

ハードウエア・ソフトウエア技術とを高度かつ高信頼に融合させた新世代NC装置として、「アンチクラッシュ機能」

や「らくらく対話アドバンス」などの新機能と合わせて、平成17年4月より順次適用を拡大すると共に機能改良を進

め、平成18年3月では約70％の出荷機に適用いたしております。 

一方、当グループでは、このようにIT製品、IT活用の新世代NC装置や新機能だけでなく、新たにサーボ開発部門を

設けNC装置の基本機能・性能を左右するサーボ技術の強化にも注力しております。直近では、昨年度の新製品として

「日刊工業新聞社 十大新製品賞 」を受賞した5軸複合マシニングセンタ 「MU-500VA」のトラニオンテーブルに適用

した自社開発のダイレクトドライブモータが大きな成果であります。トラニオンテーブルのA、C軸に適用した自社開

発のダイレクトドライブモータは、円テーブルを回転させることにより、円テーブルでは従来難しいとされた本格的

な旋削加工を可能にして、新しい複合加工機の実用化を図りました。なお、同賞は毎年、日本の企業が開発・実用化

した新製品の中から優れた製品を厳選して表彰するもので、いずれも先端技術を駆使した製品が選出される栄誉ある

賞であります。 

 当グループでは、先進のITの活用、先進のサーボ技術により、加工現場の大幅な生産性向上を可能とする新世代NC



装置（OSPシリーズ）、そのNC装置を中核としたITプラザ製品の提供を通して、「IT時代に相応しいFAシステム事業

の開拓」を目指しております。 



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

当連結会計年度における財政状態及び経営成績の分析は以下のとおりであります。なお、文中における将来に関

する事項は、平成18年３月末日現在で当グループが判断したものであります。 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当グループの連結財務諸表は、我が国において、一般に公正妥当と認められている会計基準に基づいて作成され

ております。 

連結財務諸表の作成においては、連結会計年度末日における資産・負債の金額および偶発債務の開示、ならびに

連結会計年度における収益・費用の適正な計上を行うため、見積りや前提が必要となります。当グループは、過去

の実績、または各状況下で最も合理的と判断される前提に基づき見積りを実施しております。 

以下、当グループの財政状態や経営成績にとって重要であり、かつ相当程度の経営判断や見積りを必要とする重

要な会計方針についてご説明いたします。 

  

① 貸倒引当金 

当グループは、貸倒れによる損失に備えるため、連結会社間の債権債務を相殺消去した期末の金銭債権に対し、

一般債権につきましては貸倒実績率により、また貸倒れが懸念される債権につきましては、回収可能性を勘案して

貸倒見積り額を計上しております。取引先の財務状態が悪化し、その支払能力が低下した場合、追加引当が必要と

なる可能性があります。 

  

② たな卸資産 

当グループは、たな卸資産について、推定される将来需要および市場状況に基づく時価の見積り額と原価との差

額に相当する陳腐化の見積り額について、評価減を計上しております。将来需要または市場状況が当グループの見

積りより悪化した場合、追加の評価減が必要となる可能性があります。 

  

③ 繰延税金資産 

繰延税金資産のうち、将来において実現が見込めない部分については評価性引当額を設定しております。繰延税

金資産の評価は将来の課税所得の見積りに依拠します。将来の課税所得が、経済環境の変化や収益性の低下により

予想された額よりも低い場合には、繰延税金資産の金額は調整される可能性があります。 

  

④ 退職給付債務及び費用 

従業員の退職給付債務及び費用の計算は、数理計算上で設定される前提条件に基づいて算出されております。こ

れらの前提条件には、割引率、将来の報酬水準、退職率、直近の統計数値に基づいて算出される死亡率及び年金資

産の期待運用収益率などが含まれます。これらの仮定と実際の結果との差額は累計され、将来の会計期間にわたっ

て償却するため、将来の会計期間に費用化され債務認識されます。当グループは、使用した仮定は妥当なものと考

えておりますが、実績との差異または仮定自体の変更により、年金債務と将来の費用に影響を与える可能性があり

ます。 

  

⑤ 投資有価証券の減損 

当グループは、その他有価証券のうち、取得価額に比べ実質価額が著しく下落したものにつきましては、回復可

能性があると認められる場合を除き、減損処理を行っております。時価のある有価証券につきましては、期末日に

おける時価の簿価に対する下落率が50％以上の場合には、回復可能性はないものと判断し、30％以上50％未満の下

落の場合には、当該有価証券の発行会社の財務状況及び将来の展望などを総合的に勘案して回復可能性を判断して

おります。時価のない株式につきましては、その株式の発行会社の１株当たり純資産額が、取得価額を50％程度以

上下回った場合に回復可能性がないものとして判断し、30％以上50％未満下落の場合には、当該有価証券の発行会

社の財務状況及び将来の展望などを総合的に勘案して回復可能性を判断しております。 

将来の時価の下落又は投資先の業績不振や財政状態の悪化により、評価損の計上が必要となる可能性がありま

す。 

  



⑥ 固定資産の減損 

減損損失の認識及び回収可能価額の算定に際し、将来キャッシュフローについて見積りを行っております。当グ

ループは将来キャッシュ・フローの見積りは合理的であると考えておりますが、予測不能な事業上の仮定の変化に

よる将来キャッシュ・フローの見積りの変化が、固定資産の評価に影響する可能性があります。 
  

(2) 経営成績の分析 

① 売上高 

当グループは、国内及び海外の工作機械需要が高水準で推移する中で、「オンリーワン技術」である熱変位補償

システムを適用した製品や、門形マシニングセンタ等の「オンリーワン製品」の拡販に努めました結果、売上高

は、前連結会計年度比31.3％増加の1,513億円となりました。 

  

② 営業利益 

一方、収益面では、この増収効果と積極的な設備機械の新鋭化による生産性向上及び部品ユニットや素材の共通

化によるコストダウン等の合理化効果もあり、売上総利益率は29.6％となり、前連結会計年度比1.6％改善しており

ます。販売費及び一般管理費につきましても、運賃荷造費などの販売直接費が対売上高比において改善いたしまし

て、前連結会計年度比1.4％改善しております。一方で、原材料の値上げ、増産による経費増による影響などの減益

要因もありましたが、結果として、営業利益は前連結会計年度比79億円増加し、186億円となりました。 

  

③ 経常利益 

営業外収益から営業外費用を差し引いた純額は16億円の損失計上となりました。そのうち、受取利息及び受取配

当金から支払利息を差し引いた純額は３億円の損失計上となりました。また、その他の営業外収益として、持分法

による投資利益２億円、営業外費用として、たな卸資産評価損・廃棄損４億円及び為替差損８億円等を計上いたし

まして、この結果、経常利益は前連結会計年度比76億円増加し、170億円となりました。 

  

④ 当期純利益 

特別損失として、退職金制度を一部、確定拠出年金に移行したことにより７億円を計上いたしました。また、固

定資産の減損会計の適用により２億円を計上いたしました。 

この結果、税金等調整前当期純利益は161億円となり、法人税、住民税及び事業税、法人税等調整額、少数株主利

益を差し引いた当期純利益は、前連結会計年度比30億円増加し、121億円となりました。 

  

(3) 連結財政状態及び連結キャッシュフローの分析 

当グル－プの資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローでは、前連結会計年度より39億円少ない116億円の

資金が増加しております。これは、主として、税金等調整前当期純利益161億円と、減価償却費31億円によるもので

あります。一方で、資金の減少項目としては、増産によるたな卸資産の増加39億円と売上債権の増加13億円があり

ますが、これは増産、売上高増によるものであります。しかし、キャッシュローを意識した経営により、前連結会

計年度に比較して、残高の増加を最小限にとどめております。（たな卸資産保有月数3.6ヶ月、前連結会計年度比△

0.2ヶ月、売上債権保有月数3.4ヶ月、前連結会計年度比△0.1ヶ月）。 

投資活動によるキャッシュ・フローでは、生産能力の増強を目的とした新工場の建設費用を中心とした有形固定

資産66億円及び無形固定資産13億円の設備投資等により、92億円の資金が減少しております。 

財務活動によるキャッシュ・フローでは、主として、公募時価発行増資、第三者割当増資及びそれに伴う自己株

式の処分により107億円を調達いたしました。一方で、１株当たり５円の配当金として６億円の支出がありますが、

結果として、93億円の資金が増加しております。 

なお、当連結会計年度末には運転資金として、326億円の現金及び現金同等物の残高を保有しております。 

当連結会計年度末の資本勘定は、前連結会計年度比398億円増加して910億円となりました。主として、経営統合

時の株式交換及び公募時価発行増資等による資本金及び資本剰余金の増加252億円と利益剰余金の増加104億円によ

るものであります。 

この結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の43.2％から50.9％となりました。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当グループでは、生産能力増強、省力化及び合理化に重点を置き、当連結会計年度は全体で7,742百万円の設備投資

を実施しました。 

主な設備投資の内容は以下のとおりであります。 

  

  

所要資金は、自己資金及び借入金によっております。 

  

会社名・事業所名 所在地 設備の内容
設備投資額 
(百万円) 

オークマ㈱・本社工場 愛知県丹羽郡大口町 機械加工設備等 769 

オークマ㈱・可児工場 岐阜県可児市 可児第４工場 2,671 

同上 同上 機械加工設備等 1,130 

オークマ アメリカ Corp. 
アメリカ 
ノースカロライナ州 
シャーロット市 

機械加工設備等 427 

大隈豊和機械㈱・本社工場 愛知県江南市 組立工場 477 



２ 【主要な設備の状況】 

当グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。 

(1) 提出会社 

平成18年３月31日現在 

  

(2) 国内子会社 

平成18年３月31日現在 

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別セ
グメントの名称 設備の内容 

帳簿価額(百万円) 
従業員数
(名) 建物

及び構築物 
機械装置
及び運搬具 

土地
(面積千㎡) その他 合計 

本社 
(愛知県丹羽郡大口
町) （注３） 

一般機械の 
製造・販売 その他設備 1,307

[ 1,301]
―

42
(26) 2

1,352 
[ 1,301]

18

会社名 事業所名 
(所在地) 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 
帳簿価額(百万円) 

従業員数 
(名) 建物 

及び構築物 
機械装置
及び運搬具 

土地
(面積千㎡) その他 合計 

オークマ㈱ 
本社工場(愛
知県丹羽郡大
口町) 

一般機械の 
製造・販売 

 機械加工設
備・その他
設備 

1,080 2,057
208
(127)

283 3,629 881 

同上 
可児工場(岐
阜県可児市) 
（注３） 

同上 機械加工設
備 

5,924
［  173］

1,636
[   5]

2,534
(335)

147
[   0]

10,243 
[  178] 283 

同上 東京支店(東
京都港区) 同上 その他設備 1 ―

―
(―)

1 2 10 

同上 大阪支店(大
阪府吹田市) 同上 同上 0 0

―
(―)

5 5 17 

同上 

営業所等(19
カ所)(宮城県
仙台市若林区
他) 

同上 同上 15 3
―
(―)

20 39 92 

同上 シンガポー
ル等(海外) 同上 同上 670 5

69
(119)

4 749 32 

同上 

従業員厚生施 
設他(6カ所)( 
愛知県丹羽郡
大口町他) 
 (注５) 

同上 厚生施設他 150 153
28
(20)

149 481 ― 

大隈豊和機
械㈱ 

本社工場(愛
知県江南市) 同上 

機械加工設
備・その他
設備 

1,240 1,398
3,430
(100)

267 3,437 419 

同上 東京支店(東
京都中央区) 同上 その他設備 16 0

52
(0)

1 34 20 

同上 大阪支店(大
阪府吹田市) 同上 同上 ― ―

―
(―)

252 252 12 

   同上 
厚木営業所( 
神奈川県厚木
市) 

同上 同上 21 ―
37
(0)

0 325 4 

同上 

福利厚生施設
(愛知県丹羽
郡大口町) 
（注６） 

同上 同上 149 0
―

[   2]
2 267 2 

大隈エンジ 
ニアリング 
㈱  

本社・本社工
場（岐阜県 
可児市） 

同上 
機械加工設
備・その他
設備 

381 41
599
(16)

27 1,049 34 

㈱日本精機 
商会 

本社（愛知県 
小牧市） 同上 その他設備 191 11

331
(3)

3 537 45 



(3) 在外子会社 

平成18年３月31日現在 

  

(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は工具・器具・備品の合計であり、建設仮勘定は含まれておりません。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 上記中［ ］内は、賃貸中のもので内数であります。当社の設備の貸与先はオークマ㈱であり、オークマ㈱の主な貸与先

はオークマ スチール テクノ㈱であります。 

４ 上記のほか、機械装置を中心に賃借資産1,387百万円があります。 

５ 愛知県丹羽郡大口町の土地16千㎡が主なものであります。 

６ 土地及び建物の一部を賃借しております。年間賃借料は135百万円であります。賃借している土地の面積については、

［ ］で外書きしております。 

７ 現在休止中の主要な設備はありません。 

  

会社名 事業所名 
(主な所在地) 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容
帳簿価額(百万円) 

従業員数
(名) 建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計 

オークマ 
アメリカ 
Corp. 

本社・本社工場 
（アメリカ 
ノースカロライナ州 
シャーロット市） 

一般機械の
製造・販売 

機械加工設
備、その他
設備 

1,089 845
239
(144)

76 2,250 184

オークマ 
ヨーロッパ 
GmbH 
  

本社 
（ドイツ 
ノルトラインヴェス
トファーレン州 
クレフェルト市） 

同上 その他設備 562 8
258
(38)

42 871 77

北一大隈
（北京）机
床有限公司 
（注６） 

本社 
（中国 北京市） 同上 

機械加工設
備、その他
設備 

― 965
―
(―)

[  35]
80 1,045 118

大同大隈股
份有限公司 
（注６） 

本社 
（台湾 台北市） 同上 同上 5 87

―
(―)

[   7]
13 106 83

オークマ 
オーストラ
リア 
Pty.Ltd. 
（注６） 

本社 
（オーストラリア 
メルボルン市） 

同上 その他設備 ― 8
―
(―)

[   4]
22 31 32



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

当連結会計年度末において計画している設備投資予定額は9,000百万円であり、主な設備の新設及び改良拡充の状

況は次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記設備の完成による生産能力は、当連結会計年度末の生産能力に比べ、年間150億円の増加を見込んでおります。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

重要な設備の除却等は計画しておりません。 

  

会社名 事業所名 
(所在地) 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容
投資予定額 

資金調達
方法 着手年月 完成予定

年月 総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

オークマ㈱ 
本社工場 
（愛知県丹羽郡） 

一般機械の
製造・販売 

機械加工設備等 1,500 ―
自己資金
増資資金

― ― 

同上 
可児工場 
（岐阜県可児市） 

同上 可児第５工場等 6,000 ―
自己資金 
増資資金

平成18年
８月 

平成19年
１月 

同上 同上 同上 機械加工設備等 1,000 ― 
自己資金
増資資金
借入金 

― ― 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 
該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

（注）１．利益による自己株式の消却による減少であります 
２．一般募集による増資：発行株式数 8,000千株、発行価格 371円、発行価額 355.68円、 
資本金組入額 178円 

３．第三者割当による増資（オーバーアロットメントによる売出し）：発行株式数 845千株、 
発行価格 371円、発行価額 355.68円、資本金組入額 178円、割当先 野村證券㈱ 

４．株式交換時の株式の発行による増加であります 
５．一般募集による増資：発行株式数 5,360千株、発行価格 1,389円、発行価額 1,331.72円、 
資本金組入額 666円 

６．第三者割当による増資（オーバーアロットメントによる売出し）：発行株式数 1,047千株、 
発行価格 1,389円、発行価額 1,331.72円、資本金組入額 666円、割当先 野村證券㈱ 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 493,862,000 

計 493,862,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 168,775,770 168,775,770
東京証券取引所
名古屋証券取引所 
各市場第一部 

― 

計 168,775,770 168,775,770 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成13年４月１日～ 
平成14年３月31日 
（注１） 

△6,138 128,425 ― 12,158 ― 20,299

平成16年７月18日 
（注２） 

8,000 136,425 1,424 13,582 1,421 21,720

平成16年８月17日 
（注３） 

845 137,270 150 13,733 150 21,870

平成17年10月１日 
（注４） 

25,098 162,368 ― 13,733 13,814 35,685

平成18年１月26日 
（注５） 

5,360 167,728 3,569 17,302 3,568 39,254

平成18年２月21日 
（注６） 

1,047 168,775 697 18,000 697 39,951



  
(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 自己株式123,794株は、「個人その他」に123単元、「単元未満株式の状況」に794株を含めて記載しております。 

２ 「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ7単元及び770株含ま

れております。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

日本トラステイ・サービス信託銀行株式会社(信託口)  16,782千株 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)    11,417千株 

資産管理サービス信託銀行株式会社(信託Ｂ口)      4,228千株 

資産管理サービス信託銀行株式会社(証券投資信託口)   2,107千株 

  

区分 

株式の状況(１単元の株式数1,000株) 

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人
その他 

計 

個人以外 個人 

株主数 
(人) 

― 93 47 336 134 5 11,841 12,456 ―

所有株式数 
(単元) 

― 85,285 3,756 14,010 29,584 12 33,725 166,372 2,403,770

所有株式数 
の割合(％) 

― 51.26 2.26 8.42 17.78 0.01 20.27 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

日本トラステイ・サービス 
信託銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 16,782 9.94 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 14,810 8.77

日本マスタートラスト 
信託銀行株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 11,417 6.76

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 7,975 4.72 

資産管理サービス信託銀行 
株式会社（信託Ｂ口） 

東京都中央区晴海１丁目８番12号 4,228 2.50

中央三井信託銀行株式会社 
(常任代理人日本トラステイ・ 
 サービス信託銀行株式会社) 

東京都港区芝３丁目33番１号
(東京都中央区晴海１丁目８番11号) 

4,045 2.39 

岡谷鋼機株式会社 名古屋市中区栄２丁目４番18号 3,183 1.88

オークマ取引先持株会 愛知県丹羽郡大口町下小口５丁目25番地の１ 2,361 1.39 

カリヨン デイーエムエイ 
オーテイシー 
(常任代理人カリヨン証券会社) 

9,QUAI DU PRESIDENT PAUL DOUMER
BUREAU 9D VB 07076 92920 PARIS LA 
DEFENSE CEDEX FRANCE 
(東京都港区東新橋１丁目９番２号) 

2,231 1.32

資産管理サービス信託銀行 
株式会社（証券投資信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８番12号 2,107 1.24

計 ― 69,141 40.97 



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が7千株（議決権7個）含まれております。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式794株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通 
株式 

123,000
― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通 
株式 

166,249,000 166,249 ― 

単元未満株式 
普通 
株式 

2,403,770 ― 一単元（1,000株）未満の株式 

発行済株式総数 168,775,770 ― ― 

総株主の議決権 ― 166,249 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

オークマ ホールディングス 
株式会社 

愛知県丹羽郡大口町下小口
５丁目25番地の１ 

123,000 ― 123,000 0.1

計 ― 123,000 ― 123,000 0.1 



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

イ 【定時総会決議による買受けの状況】 

該当事項はありません。 

  

ロ 【子会社からの買受けの状況】 
平成18年６月29日現在 

  

ハ 【取締役会決議による買受けの状況】 
平成18年６月29日現在 

（注） 決議未行使である理由 

経済情勢や市場動向の経営環境を総合的に勘案して、判断した結果、決議における自己株式の取得については見送ることに

いたしました。 

  

ニ 【取得自己株式の処理状況】 
平成18年６月29日現在 

（注） 平成17年10月1日実施の株式交換に係る自己株式の移転によるものであります。 

  

ホ 【自己株式の保有状況】 
平成18年６月29日現在 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

【株式の種類】 普通株式 

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

取締役会での決議状況 
(平成17年10月３日決議) 

1,380,000 1,380,000,000 

前決議期間における取得自己株式 1,377,000 1,321,920,000 

残存決議株式の総数及び価額の総額 3,000 58,080,000 

未行使割合(％) 0.2 4.2 

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

取締役会での決議状況 
(平成17年６月29日決議) 

3,000,000 2,000,000,000 

前決議期間における取得自己株式 ― ― 

残存決議株式の総数及び価額の総額 3,000,000 2,000,000,000 

未行使割合(％) 100.0 100.0 

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

新株発行に関する手続きを準用する処分を行っ
た取得自己株式 

1,640,000 2,184,020,800 

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― 

合併、株式交換、会社分割に係る取得自己株式
の移転 （注） 

1,000,000 165,476,626 

区分 株式数(株) 

保有自己株式数 ― 



① 【前決議期間における自己株式による買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  



３ 【配当政策】 

 当社は、安定配当を基本とし、企業体質の強化と将来の事業展開に備えるための内部留保の充実などを総合

的に勘案して、株主の皆様への利益還元を決定する方法を採用しております。内部留保資金の使途としては、

財務体質の強化および研究開発、設備投資、海外展開、情報システムの高度化など将来の成長につながる戦略

投資に充当したいと考えております。 

 上記の基本方針に基づき、当期の配当につきましては、経営統合記念配当２円を含んだ１株当たり年間12円

の配当を実施することを決定いたしました。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

回次 第138期 第139期 第140期 第141期 第142期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高(円) 375 267 395 572 1,629 

最低(円) 168 100 159 318 513 

月別 
平成17年 
10月 

11月 12月
平成18年
１月 

２月 ３月 

最高(円) 1,019 1,086 1,564 1,607 1,629 1,627 

最低(円) 915 966 1,055 1,301 1,263 1,326 



５ 【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

取締役会長   柏   淳 郎 昭和10年８月11日生

昭和35年３月

昭和55年６月

昭和62年６月

平成４年６月

平成６年２月

平成18年６月

当社入社

当社大阪支店長 
当社取締役大阪支店長 
当社常務取締役 
当社取締役社長 
当社取締役会長（現） 

67

取締役社長 代表取締役 花 木 義 麿 昭和17年９月８日生

昭和40年４月

昭和60年６月

平成７年６月

平成11年６月

平成13年12月

  
平成17年４月

平成17年10月

  
  

平成18年６月

当社入社

当社電装事業部電装開発部長 
当社取締役電装事業部長 
当社常務取締役 
オークマ アメリカ Corp.取締

役社長 
同社取締役会長 
当社取締役 
オークマ㈱取締役社長(現) 
大隈豊和機械㈱取締役(現) 
当社取締役社長（現） 

14

専務取締役   石 橋  満 昭和16年４月18日生

昭和38年４月

  
平成７年６月

平成13年６月

平成17年５月

平成17年10月

  
平成18年６月

豊和産業㈱（現大隈豊和機械㈱）

入社 
同社取締役技術本部長 
同社常務取締役 
大隈豊和サービス㈱取締役会長 
大隈豊和機械㈱取締役社長（現） 
オークマ㈱取締役（現） 
当社専務取締役（現） 

８

常務取締役   重 冨 邦 夫 昭和22年１月29日生

昭和44年４月

平成７年７月

平成11年６月

平成11年12月

  
平成13年12月

平成14年12月

  
平成15年６月

平成15年７月

  
平成16年12月

  
平成17年10月

  
平成18年６月

当社入社

当社貿易部長 
当社取締役海外販売促進部長 
オークマ アメリカ Corp.取締

役社長 
当社取締役営業統括部管掌 
当社取締役営業統括部担当兼技術

統括部長 
㈱大隈技研取締役社長(現) 
当社取締役技術統括部長兼ＦＡシ

ステム統括部担当 
大同大隈股份有限公司副董事長

(現) 
オークマ㈱常務取締役技術本部長

兼ＦＡシステム本部担当（現） 
当社常務取締役（現） 

13

常務取締役   加 藤   潔 昭和24年３月11日生

昭和47年４月

  

平成９年11月

平成12年12月

平成13年６月

平成13年12月

平成17年10月

  

  

平成18年２月

  

  

平成18年６月

㈱東海銀行(現㈱三菱東京ＵＦＪ

銀行)入行 

同行安城支店長 

当社顧問 

当社取締役 

当社取締役管理統括部長 

当社取締役 

オークマ㈱常務取締役管理本部長 

大隈豊和機械㈱監査役(現) 

オークマ㈱常務取締役管理本部長

兼関連会社担当兼オークマ アメ

リカ Corp.取締役会長(現) 

当社常務取締役（現） 

４



  
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数 
(千株) 

常務取締役   森   義 彦 昭和21年１月29日生

昭和39年４月

平成８年７月

平成13年１月

平成13年12月

平成15年６月

平成16年11月

  

平成17年10月

  

平成18年６月

当社入社 

当社営業部長 

当社営業本部長 

当社営業統括部長 

当社取締役営業統括部長 

当社取締役営業統括部長兼海外統

括部担当 

オークマ㈱常務取締役営業本部長

兼海外本部担当（現） 

当社常務取締役（現） 

６ 

取締役   江 崎   毅 昭和21年６月18日生 

昭和44年４月

平成６年４月

平成12年６月

  
平成13年３月

  
平成13年12月

  
平成16年11月

  
  

平成17年10月

  
平成18年６月

当社入社

当社営業技術部長 
当社取締役海外本部本部長兼海外

販売部長 
大隈机床（上海）有限公司董事長

(現) 
当社取締役海外販売統括部長兼ア

ジアエリア担当 
当社取締役中国統括、中国駐在 
北一大隈（北京）机床有限公司 
副董事長兼総経理（現） 
オークマ㈱取締役北一大隈担当中

国駐在（現） 
当社取締役（現） 

５ 

取締役   井 戸 雅 晴 昭和20年６月15日生

昭和39年４月

平成９年７月

平成15年７月

  

平成15年９月

  

平成16年６月

  

平成17年10月

  

  

平成18年６月

当社入社 

当社品質保証部長 

当社品証統括部長兼品質保証部 

シニアマネージャー 

当社製造統括部長兼品証統括部長

兼品質保証部シニアマネージャー 

当社取締役製造統括部長兼品証統

括部長 

オークマ㈱取締役製造本部長兼品

質保証本部担当兼サービス本部担

当（現） 

当社取締役（現） 

オークマ興産㈱取締役社長（現） 

13 

取締役   石 原 敏 夫 昭和22年８月10日生 

昭和45年４月

平成13年６月

平成15年６月

  

平成18年６月

当社入社 

当社取締役技術本部長 

大隈豊和機械㈱取締役購買本部長

兼電装本部担当（現） 

当社取締役（現） 

４ 

取締役   坂 下 成 夫 昭和25年４月６日生 

昭和49年４月

平成11年２月

平成17年10月

平成18年６月

当社入社 

当社人事部長 

オークマ㈱取締役人事部長（現） 

当社取締役（現） 

５ 

取締役   三 輪   收 昭和22年２月17日生 

昭和45年３月

  

平成17年４月

  

平成17年10月

平成18年６月

豊和産業㈱（現大隈豊和機械㈱）

入社 

同社営業本部副本部長兼東京支店

支店長 

同社執行役員営業本部長（現） 

当社取締役（現） 

１ 

取締役   岡 谷 篤 一 昭和19年５月14日生

昭和50年９月

平成２年５月

平成９年６月

岡谷鋼機㈱入社 

同社取締役社長(現) 

当社取締役(現) 

１ 



  

(注) １ 取締役 岡谷篤一は、会社法第２条第15号に定める「社外取締役」であります。 

２ 監査役 西垣 覚及び阿知羅英夫は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」であります。 

３ 当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠 

監査役１名を選出しております。補欠監査役の略歴は以下のとおりであります。 

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数 
(千株) 

監査役  常勤 豊 田 耕 彌 昭和20年２月２日生 

昭和42年４月

  

平成９年６月

平成17年10月

  

平成18年６月

㈱東海銀行（現㈱三菱東京ＵＦＪ

銀行）入行 

大隈豊和機械㈱取締役 

同社常務取締役管理本部長（現） 

オークマ㈱監査役（現） 

当社常勤監査役（現） 

９ 

監査役  常勤 一 村 和 雄 昭和23年７月17日生 

昭和47年４月

平成10年７月

平成12年７月

平成17年10月

平成18年６月

当社入社 

当社設計部長 
当社技術本部副本部長 

オークマ㈱技術本部主席技師(現) 
当社常勤監査役（現） 

５ 

監査役  非常勤 西 垣   覚 昭和10年３月４日生 

昭和33年４月

  
平成６年６月

平成10年４月

平成12年４月

平成14年６月

平成16年７月

㈱東海銀行(現㈱三菱東京ＵＦＪ

銀行)入行 
同行取締役頭取 

同行取締役会長 
同行相談役 

当社監査役(現) 
㈱ＵＦＪ銀行（現㈱三菱東京ＵＦ

Ｊ銀行）名誉顧問(現) 

― 

監査役  非常勤 阿知羅  英夫 昭和21年12月19日生

昭和44年３月

平成８年７月

平成12年３月

  

平成15年３月

平成15年６月

平成15年７月

日本生命保険(相)入社 

同社取締役 

同社常務取締役中部営業本部長兼

東海法人営業本部長 

同社取締役 

当社監査役(現) 

日本生命保険(相)顧問(現) 

― 

計 158 

  
氏名 生年月日 略歴

所有株式数 
(千株) 

  

吉 田   允 昭和19年７月25日生 

昭和48年４月 

昭和53年４月 

平成14年２月 

弁護士登録 

吉田允法律事務所設立 

当社顧問弁護士就任 

― 



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

  

当グループの役員、社員は、企業理念「ＯＫＵＭＡマインド」に掲げられた精神により、法令や社内規則を遵守す

るとともに、企業理念に適った企業活動を行います。 

また、当グループは、「顧客第一をモットーに最高の製品とサービスをお届けする」ことを全社の品質方針として

おります。この全社品質方針を実行するために、経営上の組織体制や仕組みを整備し、必要な施策を実施していくこ

とが、当グループのコーポレートガバナンスの基本的な考えであります。 

  

「ＯＫＵＭＡマインド」 

① 存在意義 

オークマは、社員およびオークマを支えるすべての人々の幸せを実現するとともに、新たな価値を創造し、豊

かな社会づくりに貢献します。 

② 事業領域 

オークマは、オークマの機械・電気・情報、そしてそれらを融合化した技術を基盤として、時代の要請に応

え、新たな生産手段の創造をめざします。 

  

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況（提出日現在の状況であります） 

・ 当社は、平成17年10月に、純粋持株会社に移行いたしました。持株会社である当社は、グループ全体の戦略統

一、グループ全体の意思決定、事業子会社の経営監視を行います。一方、各事業子会社においては、グループ

内で整合性が取れた事業計画を策定し、効率的な業務執行を行います。 

・ 取締役会は12名で構成され、そのうち１名は社外取締役であります。 

  月１回以上、取締役会を開催し、迅速な意思決定を行う体制としております。 

・ 当社及び事業子会社の取締役で構成されるグループ経営会議を毎月開催し、各事業子会社の事業計画の進捗状

況を把握し、指導を行っております。 

・ 当社の役付取締役で構成される経営幹部会を毎週開催し、グループ内の重要案件について十分な審議を行って

おります。 

・ グループ内で整合性が取れた決議・決裁権限規程を策定し、明確な権限委譲と、適正かつ効率的な業務執行が

出来る仕組みとしております。 

・ 当社は監査役制度採用会社であります。 

・ 監査役会は、監査役４名で構成され、うち社外監査役は２名であります 

・ グループ経営会議及び経営幹部会などの重要な会議には、常勤監査役が出席し、業務執行の状況を把握する体

制としております。 

・ 当社は東陽監査法人と監査契約を結び、会計監査を受けております。 

・ 業務執行・監視の仕組みの模式図は以下のとおりであります。 



  

 
  

(2) リスク管理体制の整備の状況 

当社のリスク管理体制につきましては、テロや地震などの災害への対策として「危機管理マニュアル」を制定

し、不測の事態への備えとしております。また、コンプライアンスに関しては、従来は各事業子会社の総務部が窓

口となって推進活動を行っておりましたが、経営統合により、グループ全体のコンプライアンスの徹底を図るた

め、新たにオークマグループ コンプライアンス推進委員会を設置し、コンプライアンスに関して全体を統括する体

制といたしました。また、内部通報窓口も整備しております。なお、法務に関係した重要事項について判断を要す

る場合には、適宜、顧問弁護士のアドバイスも受けております。 

  

(3) 役員報酬の内容 

取締役の年間報酬総額  104百万円（うち社外取締役 4百万円） 

監査役の年間報酬総額   25百万円（うち社外監査役10百万円） 

  

(4) 監査報酬の内容 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 26百万円 



  

(5) 社外取締役及び社外監査役との関係 

社外取締役岡谷篤一氏は岡谷鋼機㈱の代表取締役社長であり、当グループと岡谷鋼機㈱との間には、定常的な商

取引が行われております。当該取引につきましては利益相反取引であり、詳細は「第５ 経理の状況 １連結財務

諸表等 (1)連結財務諸表 注記事項 関連当事者との取引」に記載のとおりであります。 

社外監査役と当グループとの間には取引関係はありません。 

  

(6) 会計監査の状況 

a．業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名 

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、市川康夫氏及び榛山榮一氏であり、いずれも東陽監査法人に所属

しております。なお、市川康夫氏については、当社の会計監査業務を平成７年度より執行しており、継続監査年数

は11年であります。 

  

b．監査業務に係る補助者の構成 

東陽監査法人に所属する公認会計士 ９名 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただ

し書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書

きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)及

び前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３

月31日まで)及び当事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、東

陽監査法人により監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金     19,321     31,176   

２ 受取手形及び売掛金     33,851     48,695   

３ 有価証券     72     2,172   

４ たな卸資産     26,001     36,887   

５ 繰延税金資産     3,461     4,644   

６ その他     1,979     2,207   

貸倒引当金     △853     △905   

流動資産合計     83,834 70.8   124,879 69.8 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産               

(1) 建物及び構築物 ※２ 21,305     30,095     

減価償却累計額   △12,803 8,501   △17,306 12,788   

(2) 機械装置及び運搬具   26,895     36,325     

減価償却累計額   △22,453 4,441   △29,347 6,977   

(3) 土地 ※２   3,670     7,363   

(4) 建設仮勘定     515     1,187   

(5) その他   5,067     7,312     

減価償却累計額   △4,411 656   △6,160 1,152   

有形固定資産合計     17,785 15.0   29,469 16.5 

２ 無形固定資産               

(1) ソフトウェア     1,294     1,744   

(2) 連結調整勘定     61     ─   

(3) その他     126     172   

無形固定資産合計     1,482 1.2   1,916 1.1 

３ 投資その他の資産               

(1) 投資有価証券 ※1,2   12,325     17,931   

(2) 長期貸付金     356     254   

(3) 繰延税金資産     754     25   

(4) その他 ※１   1,967     4,410   

貸倒引当金     △47     △46   

投資その他の資産合計     15,356 13.0   22,575 12.6 

固定資産合計     34,624 29.2   53,961 30.2 

資産合計     118,458 100.0   178,841 100.0 

       



  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

１ 支払手形及び買掛金     26,440     35,221   

２ 短期借入金     1,795     2,930   

３ １年以内返済予定の 
長期借入金 

※２  5,480 6,426  

４ 未払金     3,837     4,443   

５ 未払法人税等     1,065     4,257   

６ 賞与引当金     1,617     2,360   

７ 製品保証引当金     269     331   

８ その他     3,229     3,826   

流動負債合計     43,736 36.9   59,796 33.4 

Ⅱ 固定負債               

１ 長期借入金 ※２   17,426     17,500   

２ 繰延税金負債     1,392     3,671   

３ 退職給付引当金     365     1,354   

４ 役員退職金引当金     584     755   

５ 連結調整勘定     ―     1,197   

６ その他     47     1,911   

固定負債合計     19,816 16.8   26,390 14.8 

負債合計     63,552 53.7   86,186 48.2 

(少数株主持分)               

少数株主持分     3,689 3.1   1,564 0.9 

(資本の部)               

Ⅰ 資本金 ※５   13,733 11.5   18,000 10.1 

Ⅱ 資本剰余金     21,876 18.5   42,817 23.9 

Ⅲ 利益剰余金     14,589 12.3   25,040 14.0 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     2,583 2.2   5,899 3.3 

Ⅴ 為替換算調整勘定     △1,319 △1.1   △499 △0.3 

Ⅵ 自己株式 ※６   △246 △0.2   △169 △0.1 

資本合計     51,216 43.2   91,089 50.9 

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

 118,458 100.0 178,841 100.0

        



② 【連結損益計算書】 

  
  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     115,225 100.0   151,342 100.0 

Ⅱ 売上原価     82,956 72.0   106,428 70.4 

売上総利益     32,269 28.0   44,914 29.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   21,551 18.7   26,225 17.3 

営業利益     10,717 9.3   18,688 12.3 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   209     280     

２ 受取配当金   70     63     

３ 持分法による投資利益   256     232     

４ その他   590 1,127 1.0 668 1,245 0.8 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   944     662     

２ たな卸資産評価損   515     261     

３ たな卸資産廃棄損   103     221     

４ 為替差損   238     860     

５ 借入手数料   171     177     

６ その他   503 2,476 2.2 683 2,866 1.8 

経常利益     9,368 8.1   17,068 11.3 

Ⅵ 特別利益               

１ 投資有価証券売却益   ─ ─ ─ 38 38 0.0 

Ⅶ 特別損失               

１ 年金制度改訂に伴う 
  拠出金 

492 ─    

２ 退職給付制度間移行損失   ─     775     

３ 減損損失 ※２ ─ 492 0.4 217 992 0.7 

税金等調整前当期純利益     8,875 7.7   16,113 10.6 

法人税、住民税 
及び事業税 

1,179 4,241    

法人税等調整額   △1,640 △461 △0.4 △558 3,683 2.4 

少数株主利益     267 0.2   319 0.2 

当期純利益     9,069 7.9   12,110 8.0 
        



③ 【連結剰余金計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)           

Ⅰ 資本剰余金期首残高     20,301   21,876 

Ⅱ 資本剰余金増加高           

 １ 株式交換による増加高   ─   14,945   

 ２ 増資による新株の発行   1,571   4,265   

 ３ 自己株式処分差益   2 1,574 1,730 20,941 

Ⅲ 資本剰余金期末残高     21,876   42,817 

            

(利益剰余金の部)           

Ⅰ 利益剰余金期首残高     5,718   14,589 

Ⅱ 利益剰余金増加高           

 １ 当期純利益   9,069   12,110   

 ２ 連結子会社増加による 
増加高 

  ─ 9,069 675 12,786 

Ⅲ 利益剰余金減少高           

１ 配当金   3   687   

２ 役員賞与   2   23   

３ 持分法対象会社減少に 
よる減少高 

  ─   1,535   

４ 連結子会社増加による 
減少高 

  192   ─   

５ 連結子会社利益剰余金 
の資本組入れによる 
減少高 

─ 198 89 2,335

Ⅳ 利益剰余金期末残高     14,589   25,040 

      



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

１ 税金等調整前当期純利益   8,875 16,113 

２ 減価償却費   3,008 3,184 

３ 減損損失   ─ 217 

４ 連結調整勘定償却額   58 △108 

５ 貸倒引当金の増減額   47 △23 

６ 賞与引当金の増減額   981 368 

７ 退職給付引当金の増減額   △241 58 

８ 年金制度改訂に伴う拠出金   492 ─ 

９ 退職給付制度間移行損失   ─ 775 

10 受取利息及び受取配当金   △280 △344 

11 支払利息   944 662 

12 為替差損   453 1,018 

13 持分法による投資利益   △256 △232 

14 投資有価証券売却益   ─ △38 

15 固定資産売却損益   △47 △1 

16 固定資産廃棄損   63 116 

17 売上債権の増減額   △4,320 △1,365 

18 たな卸資産の増減額   1,740 △3,952 

19 仕入債務の増減額   3,651 △1,680 

20 割引手形の増減額   ─ △299 

21 その他の増減額   1,682 △818 

小計   16,854 13,651 

22 利息及び配当金の受取額   271 403 

23 利息の支払額   △950 △680 

24 法人税等の支払額   △624 △1,730 

25 法人税等の還付額   7 9 

営業活動によるキャッシュ・フロー   15,559 11,653 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

１ 有価証券の売却による収入   121 ─ 

２ 定期預金の純増減額   △50 100 

３ 有形固定資産の取得による支出   △1,629 △6,620 

４ 有形固定資産の売却による収入   396 22 

５ 無形固定資産の取得による支出   △669 △1,394 

６ 投資有価証券の取得による支出   △219 △1,378 

７ 投資有価証券売却による収入   146 173 

８ その他の増減額   △58 △123 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △1,961 △9,220 



  

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

１ 短期借入金増減額   △4,985 △1,339 

２ 長期借入金の借入による収入   5,000 7,000 

３ 長期借入金の返済による支出   △6,310 △5,980 

４ ファイナンスリース債務の返済による 
支出 

 △24 △46 

５ 社債の償還による支出   △14,810 ─ 

６ 株式の発行による収入   3,145 8,532 

７ 自己株式の売却による収入   7 2,239 

８ 自己株式の取得による支出   △29 △296 

９ 少数株主への配当金支払額   △142 △87 

10 配当金の支払額   ─ △681 

11 その他の増減額   △7 △14 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △18,156 9,325 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   △448 △1,160 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   △5,007 10,597 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   21,938 18,475 

Ⅶ 新規連結子会社の現金及び現金同等物 
  期首残高 

 1,543 ─ 

Ⅷ 連結子会社増加に伴う現金及び現金同等物 
  の増加額 

 ─ 3,552 

Ⅸ 現金及び現金同等物の期末残高   18,475 32,624 

     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事

項 

(イ)連結子会社の数 ９社 

会社名 

オークマ アメリカ Corp． 

オークマ ヨーロッパ GmbH 

大隈エンジニアリング㈱ 

㈱日本精機商会 

オークマ ラテン アメリカ Ltda 

オークマ興産㈱ 

北一大隈(北京)机床有限公司 

大同大隈股份有限公司 

オークマ オーストラリア Pty. 

Ltd. 

なお、大同大隈股份有限公司は、

実質支配により関連会社から子会

社としております。また、北一大

隈(北京)机床有限公司、大同大隈

股份有限公司及びオークマ オー

ストラリア Pty.Ltd.の３社は重

要性が増したことから、当連結会

計年度から連結子会社に含めるこ

とといたしました。 

(イ)連結子会社の数 11社 

会社名 

オークマ㈱ 

オークマ アメリカ Corp． 

オークマ ヨーロッパ GmbH 

大隈豊和機械㈱ 

大隈エンジニアリング㈱ 

㈱日本精機商会 

オークマ ラテン アメリカ Ltda 

オークマ興産㈱ 

北一大隈(北京)机床有限公司 

大同大隈股份有限公司 

オークマ オーストラリア Pty. 

Ltd. 

なお、当社は平成17年10月１日付

にて新設分割の方法により新たに

設立したオークマ㈱を連結子会社

とし、同日に、株式交換により大

隈豊和機械㈱を完全子会社とした

ため、同社を持分法適用関連会社

より連結子会社としております。 

  (ロ)非連結子会社の数 ５社 

会社名 

㈱大隈技研 

愛岐協商㈱ 

オークマ スチール テクノ㈱ 

オークマ テクノ タイランド 

Ltd. 

大隈机床(上海)有限公司 

(ロ)非連結子会社の数 10社 

会社名 

㈱大隈技研 

愛岐協商㈱ 

オークマ スチール テクノ㈱ 

オークマ テクノ タイランド 

Ltd. 

大隈机床(上海)有限公司 

その他５社 

  (ハ)非連結子会社について連結の範囲

から除いた理由 

非連結子会社５社の総資産、売上

高、当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）

等は、いずれも連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしておりません。 

(ハ)非連結子会社について連結の範囲

から除いた理由 

非連結子会社10社の総資産、売上

高、当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）

等は、いずれも連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしておりません。 

２ 持分法の適用に関する

事項 

(イ)持分法適用の非連結子会社及び関

連会社 

会社名 旭精機工業㈱ 

    大隈豊和機械㈱ 

(イ)持分法適用の非連結子会社及び関

連会社 

会社名 旭精機工業㈱ 

  (ロ)持分法を適用していない非連結子

会社５社及び関連会社３社は、それ

ぞれ当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）

等からみて、持分法の対象から除い

ても連結財務諸表に及ぼす影響が軽

微であり、かつ、全体としても重要

性がないため、持分法の適用から除

外しております。 

(ロ)持分法を適用していない非連結子

会社10社及び関連会社３社は、それ

ぞれ当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）

等からみて、持分法の対象から除い

ても連結財務諸表に及ぼす影響が軽

微であり、かつ、全体としても重要

性がないため、持分法の適用から除

外しております。 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

３ 連結子会社の事業年度

等に関する事項 

連結子会社の決算日が連結決算日

と異なる会社は、オークマ ラテン

アメリカ Ltda、北一大隈(北京)机

床有限公司並びに大同大隈股份有限

公司の３社であり、その決算日は12

月31日であります。連結財務諸表の

作成に際しましては、オークマ ラ

テン アメリカ Ltdaは、連結決算

日現在で、決算に準じた会計処理を

行った財務諸表を基礎としておりま

す。北一大隈(北京)机床有限公司、

大同大隈股份有限公司は、同日現在

の財務諸表を使用し、連結決算日と

の間に生じた重要な取引について

は、連結決算上必要な調整を行って

おります。 

同左 

４ 会計処理基準に関する

事項 

(イ)重要な資産の評価基準及び評価方

法 

有価証券 

①満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

②その他有価証券 

時価のあるもの…期末日の市場価

格等に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処理

し、売却原価は主として移動平

均法により算定） 

時価のないもの…主として移動平

均法による原価法 

(イ)重要な資産の評価基準及び評価方

法 

有価証券 

①満期保有目的の債券 

同左 

②その他有価証券 

時価のあるもの… 

同左 

  

  

  

時価のないもの… 

同左 

   デリバティブ 

  時価法 

 デリバティブ 

同左 

   たな卸資産 

 ①製品及び仕掛品…個別法による原

価法により、一部の連結子会社

は移動平均法による原価法及び

低価法によっております。 

 たな卸資産 

 ①      同左 

   ②原材料……………移動平均法によ

る原価法により、一部の連結子

会社は先入先出法による原価法

及び低価法によっております。 

 ②      同左 

   ③貯蔵品……………先入先出法によ

る原価法により、一部の連結子

会社は低価法によっておりま

す。 

 ③      同左 



  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (ロ)重要な減価償却資産の減価償却方

法 

①有形固定資産の減価償却方法…定

率法（ただし、平成10年４月１

日以降取得した建物(建物附属

設備を除く)については、定額

法）を採用しておりますが、在

外連結子会社は定額法でありま

す。 

    なお、 主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

   建物及び構築物      ３～60年 

   機械装置及び運搬具  ２～17年 

(ロ)重要な減価償却資産の減価償却方

法 

①      同左 

  ②無形固定資産の減価償却方法…ソ

フトウェアについては、自社利

用のものは社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法、

販売目的のものは３年間の見込

販売数量に基づく償却額(残存

有効期間均等配分額以上)を計

上する方法によっております。 

 ②      同左 

  (ハ)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金…債権の貸倒による損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しており

ます。また、在外連結子会社に

おいては、主として特定の債権

について回収不能見込額を計上

しております。 

(ハ)重要な引当金の計上基準 

 ①      同左 

  ②賞与引当金…従業員に対する賞与

支払に充てるため、支給見込額

を計上しております。在外連結

子会社は、賞与引当金を計上し

ておりません。 

 ②      同左 

  ③製品保証引当金…売上製品の保証

期間内に発生する無償のアフタ

ーサービスの費用に備えるた

め、売上高を基準として過去の

経験率により計上しておりま

す。一部の連結子会社は、製品

保証引当金を計上しておりませ

ん。 

 ③      同左 



  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  ④退職給付引当金…従業員の退職給

付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当

連結会計年度末において発生し

ていると認められる額を計上し

ております。なお、数理計算上

の差異及び過去勤務債務の額に

ついては、各連結会計年度の発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（主として

15年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連結

会計年度より費用処理すること

としております。 

④退職給付引当金…従業員の退職給

付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当

連結会計年度末において発生し

ていると認められる額を計上し

ております。なお、数理計算上

の差異、過去勤務債務の額及び

一部の連結子会社の会計基準変

更時一時差異については、各連

結会計年度の発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（主として15年）による定

額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度より費

用処理することとしておりま

す。 
  （追加情報） 

 当社及び連結子会社大隈エン

ジニアリング㈱は、確定給付企

業年金法の施行に伴い、厚生年

金基金の代行部分について平成

17年３月30日に過去分返上の認

可を受け、従来より採用してお

りました「厚生年金基金制度」

から「基金型企業年金制度」へ

移行いたしました。また、平成

17年４月１日付で、基金型企業

年金制度に加え、退職一時金制

度を施行いたしております。 

 さらに、厚生年金基金の過去

分の代行返上に合わせて、厚生

年金基金の上乗せ部分の一部

を、加入者に精算いたしまし

た。これによる拠出金を特別損

失として、492百万円計上いた

しました。 

（追加情報） 

 当社、連結子会社オークマ㈱

及び連結子会社大隈エンジニア

リング㈱の計3社は、平成17年7

月1日付にて、退職一時金制度

の33.3％を「確定拠出年金制

度」に移行いたしました。これ

により、退職給付制度間の移行

等の会計処理に関する実務上の

取扱い（実務対応報告第２号）

を適用し、終了損失の額を合理

的に見積もり、「退職給付制度

間移行損失」（特別損失）とし

て279百万円を計上いたしまし

た。また、退職一時金制度の残

り66.7％を、平成18年7月1日付

にて「確定拠出年金制度」に移

行することを、平成18年2月20

日にて労使間で合意いたしまし

た。これにより、制度変更の確

実性及び終了損失の額を合理的

に見積もることが可能なため、

「退職給付制度間移行損失」

（特別損失）として496百万円

を計上しております。以上によ

り、当連結会計期間の税金等調

整前当期純利益は、合計775百

万円減少しております。 
  ⑤役員退職金引当金…役員の退職金

支給に充てるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上しており

ます。在外連結子会社は役員退

職金引当金を計上しておりませ

ん。 

 ⑤      同左 



  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (ニ)重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算基準 

  外貨建金銭債権債務は、連結決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。なお、在外子会

社等の資産及び負債は、当該子会

社の決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、収益及び費用は期

中平均相場により円貨に換算し、

換算差額は「少数株主持分」及び

「資本の部」における為替換算調

整勘定に含めております。 

(ニ)重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算基準 

同左 

  (ホ)重要なリース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

(ホ)重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (ヘ)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法…原則として繰

延ヘッジ処理によっておりま

す。なお、特例処理の要件を満

たしている金利スワップについ

ては特例処理によっておりま

す。 

(ヘ)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法… 

同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 a.ヘッジ手段…為替予約及び通

貨オプション 

ヘッジ対象…外貨建予定取引 

 b.ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…長期借入金 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 a.ヘッジ手段…為替予約 

ヘッジ対象…外貨建予定取引 

 b.ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…長期借入金 

  ③ヘッジ方針…ヘッジ対象に係る将

来の為替相場の変動リスク及び

金利変動リスクを回避する目的

で、為替予約取引、通貨オプシ

ョン取引及び金利スワップ取引

を行っております。 

③ヘッジ方針…ヘッジ対象に係る将

来の為替相場の変動リスク及び

金利変動リスクを回避する目的

で、為替予約取引及び金利スワ

ップ取引を行っております。 

  ④ヘッジ有効性評価の方法…相場変

動によるヘッジ手段及びヘッジ

対象に係る損益の累計を比較す

ることにより、ヘッジ有効性を

評価しております。ただし、特

例処理によっている金利スワッ

プについては有効性の評価を省

略しております。 

④ヘッジ有効性評価の方法… 

同左 

  (ト)その他連結財務諸表作成のための

重要な事項 

 消費税等の会計処理…税抜方式に

よっております。 

(ト)その他連結財務諸表作成のための

重要な事項 

①消費税等の会計処理… 

同左 

②連結納税制度の適用…当連結会計

期間より連結納税制度を適用し

ております。 



  

  
  

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 会計処理方法の変更 
  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

５ 連結子会社の資産及び

負債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用して

おります。 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に

関する事項 

 連結調整勘定の償却については、５

年間の均等償却を行っております。 

同左 

７ 利益処分項目等の取扱

いに関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利

益処分について連結会計年度中に確定

した利益処分に基づいて作成しており

ます。 

同左 

８ 連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金の

範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっており

ます。 

同左 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

―――――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基
準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する
意見書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及び
「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業
会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用
しております。これにより経常利益は3百万円増加し、
税金等調整前当期純利益は214百万円減少しておりま
す。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

―――――――― （退職給付会計に係る会計基準）
 当連結会計年度より、「『退職給付に係る会計基
準』の一部改正」（企業会計基準第３号 平成17年3月
16日）及び「『退職給付に係る会計基準』の一部改正
に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第７号
平成17年3月16日）を適用しております。 

 これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前当

期純利益は17百万円増加しております。 



表示方法の変更 

  

  

追加情報 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(連結損益計算書) 

前連結会計年度において独立掲記しておりました

「受取技術指導料」（当連結会計年度19百万円）は、

営業外収益の100分の10以下であるため、当連結会計

年度より営業外収益の「その他」に含めて表示してお

ります。 

―――――――― 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（外形標準課税） 

 実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課

税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱

い」（企業会計基準委員会（平成16年２月13日））に基

づき、法人事業税の付加価値割及び資本割159百万円を

販売費及び一般管理費として処理しております。この結

果、販売費及び一般管理費が159百万円増加し、営業利

益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が、159百万

円減少しております。 

―――――――― 

―――――――― （会社分割及び株式交換） 

 当社は、平成17年10月１日付にて、平成17年６月29日

開催の定時株主総会において承認された分割計画書なら

びに株式交換契約書の決議内容に基づき、分社型新設分

割の方法により新設いたしましたオークマ㈱に当社のす

べての営業を承継させるとともに、商号を「オークマ 

ホールディングス株式会社」に変更し、持株会社に移行

しました。また、同日付にて株式交換を実施することに

より、大隈豊和機械㈱、大隈エンジニアリング㈱は、オ

ークマ ホールディングス㈱の完全子会社となりまし

た。これにより、資本剰余金は14,945百万円増加し、追

加取得した株式の持分を時価評価することにより連結調

整勘定（固定負債）が新たに1,197百万円発生しており

ます。 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。 

投資有価証券(株式) 4,932百万円

投資その他の資産その他(出資金) 50 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。 

投資有価証券(株式) 2,342百万円

投資その他の資産その他(出資金) 174 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保付債務は次のとおりであります。 

建物 4,118百万円

土地 2,659 

投資有価証券 8,007 

 計 14,785 

１年以内返済予定の長期借入金 5,000百万円

長期借入金 13,000 

 計 18,000 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保付債務は次のとおりであります。 

建物 5,917百万円

土地 2,804 

投資有価証券 10,794 

 計 19,516 

１年以内返済予定の長期借入金 5,000百万円

長期借入金 8,000 

 計 13,000 

 ３ 関係会社の金融機関からの借入金に対して、次の

とおり債務保証を行っております。 

大隈机床(上海)有限公司 5百万円

 計 5 

 ３       ―――――――― 

 ４ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取

引銀行12行と貸出コミットメント契約を締結してお

ります。当連結会計年度末における、貸出コミット

メントに係る借入未実行残高等は次のとおりであり

ます。 

貸出コミットメントの総額 14,000百万円

借入実行残高 ─ 

差引額 14,000 

 ４ 当グループは、運転資金の効率的な調達を行うた

め、取引銀行11行と貸出コミットメント契約を締結

しております。当連結会計年度末における、貸出コ

ミットメントに係る借入未実行残高等は次のとおり

であります。 

貸出コミットメントの総額 14,000百万円

借入実行残高 ─ 

差引額 14,000 

※５ 当社の発行済株式総数は、普通株式137,270千株

であります。 

※５ 当社の発行済株式総数は、普通株式168,775千株

であります。 

※６ 連結会社、持分法を適用した関連会社が保有する

自己株式の数は、普通株式1,462千株であります。 

※６ 連結会社、持分法を適用した関連会社が保有する

自己株式の数は、普通株式237千株であります。 



(連結損益計算書関係) 

  

  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

運賃荷造費 4,943百万円 

販売諸掛 2,134 

報酬、給料及び手当 5,515 

福利費及び退職年金 1,012 

旅費通信費 1,611 

研究開発費 1,259 

減価償却費 575 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

運賃荷造費 6,725百万円 

販売諸掛 3,509 

報酬、給料及び手当 6,634 

福利費及び退職年金 1,367 

旅費通信費 1,765 

研究開発費 1,236 

減価償却費 560 

―――――――― ※２ 減損損失 

当連結会計期間において、当グループは以下の
資産グループについて減損損失を計上しておりま
す。 

  
減損損失の金額 

土地(米国)             15百万円 

建物(米国)            121 

建物(シンガポール)         79 

合計               217 

  
当グループは、事業用資産については地域別
に、また、遊休資産については物件ごとにグルー
ピングしております。 
上記資産グループのうち、遊休資産については
市場価格の著しい下落により、事業用資産につい
ては営業活動から生ずる損益が継続して損失であ
る等の理由により、帳簿価額を回収可能価額まで
減額し、当該減少額を減損損失（217百万円）とし
て特別損失に計上しております。 

なお、回収可能価額は正味売却価額により測定し

ており、不動産鑑定評価額を基礎として算定してお

ります。 

場所  用途 種類 

 米国  遊休 
土地 
建物 

 シンガポール  事業用 建物 

３ 研究開発費の総額は、1,885百万円であります。 
  

３ 研究開発費の総額は、1,625百万円であります。 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 19,321百万円

有価証券勘定 72 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金等 △919 

現金及び現金同等物 18,475 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 31,176百万円

有価証券勘定 2,172 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金等 △724 

現金及び現金同等物 32,624 



(リース取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
有形固定 
資産その他 

取得価額 
相当額 

2,688百万円

減価償却 
累計額相当額 

1,360 

期末残高 
相当額 

1,327 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

有形固定 
資産その他 

取得価額
相当額 

3,143百万円

減価償却
累計額相当額 

1,756 

期末残高
相当額 

1,387 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 397百万円

１年超 929 

合計 1,327 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 470百万円

１年超 917 

合計 1,387 

  取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額

は、有形固定資産の期末残高等に占める未経過リース

料期末残高の割合が低いため、支払利子込み法により

算定しております。 

同左 

３ 支払リース料、減価償却費相当額 

 支払リース料 384百万円

 減価償却費相当額 384 

３ 支払リース料、減価償却費相当額 

 支払リース料 448百万円

 減価償却費相当額 448 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

  

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 
  

(注) 減損処理にあたっては、時価のある銘柄は、期末日における時価の簿価に対する下落率が50％以上の銘柄について、一律減

損処理をしており、また、下落率30％以上50％未満の銘柄については、回復可能性等を総合的に判断しております。 

  

３ 当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券 

売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

  

４ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 
  

５ 時価評価されていない有価証券 
  

  

６ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 
  

  

区分 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対
照表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの       

① 株式 2,907 6,971 4,063 

② 債券 100 100 0 

小計 3,007 7,071 4,063 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの       

① 債券 200 200 ― 

小計 200 200 ― 

合計 3,207 7,271 4,063 

区分 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 

(1) その他有価証券   

非上場株式(店頭株式を除く) 121 

ＦＦＦ、ＭＲＦ 72 

区分 
１年以内 
(百万円) 

１年超５年以内
(百万円) 

５年超10年以内
(百万円) 

10年超 
(百万円) 

 債券         

  社債 100 ― ― ― 

合計 100 ― ― ― 



当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

(注) 減損処理にあたっては、時価のある銘柄は、期末日における時価の簿価に対する下落率が50％以上の銘柄について、一律減

損処理をしており、また、下落率30％以上50％未満の銘柄については、回復可能性等を総合的に判断しております。 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 
  

３ 時価評価されていない有価証券 
  

  

  

区分 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対
照表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの       

① 株式 4,747 15,230 10,482 

小計 4,747 15,230 10,482 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの       

① 債券 200 200 ― 

小計 200 200 ― 

合計 4,947 15,430 10,482 

区分 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 

(1) 満期保有目的の債券   

コマーシャルペーパー 1,999 

(2) その他有価証券   

非上場株式 159 

ＦＦＦ 173 



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

① 取引の内容及び利用目的等 

    当グループは、通常の取引の範囲内で、外貨建

金銭債権債務に係る将来の為替レートの変動リス

クを回避する目的で、為替予約取引及び通貨オプ

ション取引を利用しております。また、金利関連

では、借入金の変動金利を固定金利に変換する金

利スワップ取引を行っております。 

① 取引の内容及び利用目的等 

同左 

② 取引に対する取組方針 

    当グループは、為替予約取引及び通貨オプショ

ン取引については、通常の外貨建取引高の範囲内

で為替予約取引及び通貨オプション取引を利用し

ております。また、借入金の範囲内で、金利スワ

ップ取引を利用することとしています。 

② 取引に対する取組方針 

同左 

③ 取引に係るリスクの内容 

    当グループが利用している為替予約取引及び通

貨オプション取引は、為替相場の変動によるリス

クを有しております。また、金利スワップ取引

は、市場金利の変動によるリスクを有しておりま

す。 

    なお、当グループのデリバティブ取引の契約先

は、いずれも信用度の高い国内の銀行及び商社で

あるため、相手方の契約不履行によるリスクはほ

とんどないと認識しております。 

③ 取引に係るリスクの内容 

同左 

④ 取引に係るリスク管理体制 

    当グループでは、デリバティブ取引は、社内管

理規定に従い経理担当部門が実行し、海外販売部

門が管理を行っております。 

④ 取引に係るリスク管理体制 

同左 



２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

通貨関連 
  

(注) １ 時価は、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

区分 種類 

前連結会計年度末
(平成17年３月31日現在) 

契約金額等 
(百万円) 

うち１年超
(百万円) 

時価
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

市場取 
引以外 
の取引 

為替予約取引         

売建         
米ドル 10,965 ― 11,162 △196 
ユーロ 4,753 ― 4,782 △29 
買建         
米ドル 13 ― 13 △0 
円 324 70 307 △17 

オプション取引         

売建 コール         
 ユーロ 472 ―     
  (10) (―) 12 △2 
買建 プット         
 米ドル 496 334 443 △52 
 ユーロ 538 ―     
  (10) (―) 3 △7 

合計 17,586 405 16,726 △306 



当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 
通貨関連 

  

(注) １ 時価は、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

次へ 

区分 種類 

当連結会計年度末
(平成18年３月31日現在) 

契約金額等 
(百万円) 

うち１年超
(百万円) 

時価
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

市場取 
引以外 
の取引 

為替予約取引         

売建         
米ドル 12,097 ― 12,169 △72 
ユーロ 5,270 ― 5,364 △93 
円 65 ― 66 △0 
買建         
円 423 80 413 △9 

オプション取引         

売建 コール         
 ユーロ 1,040 ―     
  (15) (―) 38 △22 
買建 プット         
 米ドル 333 171 330 △3 
 ユーロ 830 ―     
  (15) (―) 15 0 

合計 20,092 251 18,399 △202 



(退職給付関係) 

(前連結会計年度) 

１ 採用している退職給付制度の概要 
当社及び連結子会社大隈エンジニアリング㈱は、確定給付型の制度として「厚生年金基金制度」を採用しており
ましたが、厚生年金基金の代行部分について平成17年３月30日に過去分返上の認可を受け、「基金型企業年金制
度」へ移行いたしました。次に平成17年４月１日付で、基金型企業年金制度に加え、退職一時金制度を施行いたし
ました。さらに確定拠出年金制度への移行に向けて手続きを進めております。また厚生年金基金の過去分の代行返
上に合わせて、厚生年金基金の上乗せ部分の一部を、加入者に精算いたしました。これによる拠出金を特別損失と
して、492百万円計上いたしました。なお、連結子会社㈱日本精機商会及び連結子会社オークマ興産㈱は適格退職年
金制度を採用しており、一部の在外連結子会社は、確定給付型の退職給付制度を採用しております。 

  
２ 退職給付債務に関する事項   

(注) １ 当社及び連結子会社大隈エンジニアリング（株）は、平成17年４月１日付で、基金型企業年金制度に加え、退職一時金

制度を施行いたしました。また、その制度の退職金規程等の改訂は、当連結会計年度に実施いたしましたので、会計制度

委員会報告第13号「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（最終改正平成16年10月４日）を適用し、未認識過去

勤務債務及び未認識年金資産を計上し、退職給付債務が2,106百万円減少しております。 

２ 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 
  
３ 退職給付費用に関する事項   

(注) １ 厚生年金基金に対する従業員拠出分を控除しております。 

２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、①勤務費用に計上しております。 
  
４ 退職給付債務等の計算基礎に関する事項 

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

① 退職給付債務（注）１ △18,109百万円

② 年金資産 15,151 

③ 未積立退職給付債務(①＋②) △2,958 

④ 未認識年金資産（注）１ 1,078 

⑤ 未認識数理計算上の差異 4,512 

⑥ 未認識過去勤務債務（債務の減少）（注）１ △671 

⑦ 連結貸借対照表計上額純額(③－④＋⑤＋⑥) △195 

⑧ 前払年金費用 170 

⑨ 退職給付引当金(⑦－⑧) △365 

前連結会計年度
(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

① 勤務費用    （注）１ 530百万円

② 利息費用 555 

③ 期待運用収益 △448 

④ 数理計算上の差異の費用処理額 508 

⑤ 退職給付費用(①＋②＋③＋④) 1,146 

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 
② 割引率                       主として2.5％ 
③ 期待運用収益率 主として3.5％ 
④ 過去勤務債務額の処理年数 主として15年 

（発生の翌連結会計年度から費用処理しておりま
す。） 

⑤ 数理計算上の差異の処理年数 主として15年 
(発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年
数による按分額を翌連結会計年度から費用処理する
こととしております。) 



(当連結会計年度) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社、連結子会社オークマ㈱及び連結子会社大隈エンジニアリング㈱の退職給付制度は、確定給付型の制度とし
て退職一時金制度及び基金型企業年金制度、さらに確定拠出年金制度を採用しております。なお当該3社は、確定給
付型の制度として「厚生年金基金制度」を採用しておりましたが、厚生年金基金の代行部分について平成17年3月30
日に過去分返上の認可を受け、「基金型企業年金制度」へ移行いたしました。次に平成17年4月1日付で、基金型企
業年金制度に加え、退職一時金制度を施行いたしました。そして、平成17年7月1日付にて退職一時金制度のうち、
その33.3％を確定拠出年金制度へ移行いたしました。さらに、平成18年7月1日付にて退職一時金制度の残り66.7％
を確定拠出年金制度へ全額移行することを、平成18年2月20日にて労使間で合意をいたしました。よって、「退職給
付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第1号）を適用し、本移行に伴う影響額を特別損失と
して775百万円計上しております。 
なお、連結子会社大隈豊和機械㈱は適格退職年金制度及び確定給付企業年金制度、連結子会社㈱日本精機商会及
び連結子会社オークマ興産㈱は適格退職年金制度を採用しており、一部の在外連結子会社は、確定給付型の退職給
付制度を採用しております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項   

(注) １ 退職一時金制度から確定拠出年金制度への一部移行に伴う影響額は次のとおりであります。 

   

  

また、確定拠出年金への移管額は2,266百万円であり、８年間で移管する予定であります。なお、当連結会計年度末時点

の未移管額2,150百万円は、未払金、長期未払金（固定負債の「その他」）に計上しております。 

２ 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

  

３ 退職給付費用に関する事項   

(注)  簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、①勤務費用に計上しております。 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

① 退職給付債務 △19,076百万円

② 年金資産 22,325 

③ 未積立退職給付債務(①＋②) 3,249 

④ 未認識数理計算上の差異 △2,624 

⑤ 未認識過去勤務債務（債務の減少） △514 

⑥ 会計基準変更時差異の未処理額 792 

⑦ 連結貸借対照表計上額純額(③＋④＋⑤＋⑥) 902 

⑧ 前払年金費用 2,256 

⑨ 退職給付引当金(⑦－⑧) △1,354 

退職給付債務の減少 2,062百万円 

未認識数理計算上の差

異                     

 571 

退職給付引当金の減少 1,490 

当連結会計年度
(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

① 勤務費用    （注） 582百万円

② 利息費用 585 

③ 期待運用収益 △424 

④ 数理計算上の差異の費用処理額 512 

⑤ 過去勤務債務の費用処理額 △143 

⑥ 会計基準変更時差異の費用処理額 88 

⑦ 退職給付費用(①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥) 1,200 



４ 退職給付債務等の計算基礎に関する事項 

  

(税効果会計関係) 

  

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 
② 割引率                       主として2.5％ 
③ 期待運用収益率 主として3.5％ 
④ 過去勤務債務額の処理年数 主として15年 

（発生の翌連結会計年度から費用処理しておりま
す。） 

⑤ 数理計算上の差異の処理年数 主として15年 
(発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年
数による按分額を翌連結会計年度から費用処理する
こととしております。) 

⑥ 会計基準変更時差異の処理年数 連結子会社大隈豊和機械㈱は15年で費用処理してお
り、発生の翌連結会計年度より費用処理しておりま
す。 

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  

繰延税金資産(流動)   

 繰越欠損金 3,216百万円

 賞与引当金 109 

 その他 188 

繰延税金資産小計 3,514 

 評価性引当額 △53 

繰延税金資産合計 3,461 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

繰延税金資産(固定)   

 繰越欠損金 784百万円

 退職給付引当金 151 

 役員退職金引当金 47 

 固定資産の未実現利益 188 

 貸倒引当金 140 

 その他 263 

繰延税金資産小計 1,577 

 評価性引当額 △382 

繰延税金資産合計 1,194 

繰延税金負債との相殺 △440 

繰延税金資産の純額 754 

繰延税金負債(固定)   

 その他有価証券評価差額金 1,623百万円

 その他 209 

繰延税金負債小計 1,832 

繰延税金資産との相殺 △440 

繰延税金負債の純額 1,392 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  

繰延税金資産(流動)   

 繰越欠損金 1,283百万円

 賞与引当金 817 

 たな卸資産未実現利益 645 

 未払事業税 340 

 減価償却費税法限度超過額 296 

 退職給付引当金 251 

 貸倒引当金 164 

 製品保証引当金 130 

 その他 781 

繰延税金資産合計 4,712 

繰延税金負債との相殺 △67 

繰延税金資産の純額 4,644 

繰延税金負債(流動)   

 その他 67百万円

繰延税金資産との相殺 △67 

繰延税金負債の純額 ― 

繰延税金資産(固定)   

 減価償却費税法限度超過額 467百万円

 退職給付引当金 283 

 役員退職金引当金 274 

 固定資産の未実現利益 209 

 評価差額 257 

 その他 217 

繰延税金資産小計 1,709 

 評価性引当額 △177 

繰延税金資産合計 1,532 

繰延税金負債との相殺 △1,507 

繰延税金資産の純額 25 

繰延税金負債(固定)   

 その他有価証券評価差額金 3,700百万円

 評価差額 1,270 

 その他 207 

繰延税金負債小計 5,178 

繰延税金資産との相殺 △1,507 

繰延税金負債の純額 3,671 



  

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

  

連結財務諸表提出会社の法定実効税率 39.9％

(調整)   

 交際費等永久に損金に算入されない項目 0.6 

 住民税均等割額等 0.8 

 繰越外国法人税額控除 △0.5 

 持分法による投資利益 △2.9 

 評価性引当額の減少等 △47.2 

 その他 4.1 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △5.2 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

  

連結財務諸表提出会社の法定実効税率 39.9％

(調整)   

 交際費等永久に損金に算入されない項目 1.5 

 住民税均等割額等 0.3 

 受取配当金等永久に損金に算入されない 

 項目 
△0.4 

 試験研究費等の税額控除 △1.1 

 持分法による投資利益 △1.4 

 評価性引当額の減少 △14.4 

 その他 △1.5 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 22.9 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 
当グループの事業は、一般機械の製造・販売業という単一セグメントでありますので、事業の種類別セグメ
ント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 
前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

  

  

当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 
  

  
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 米州……アメリカ 

(2) 欧州……ドイツ 

(3) アジア・パシフィック……中国、台湾、オーストラリア 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、前連結会計年度20,522百万円、当連結会計年度35,217百万

円であり、その主なものは親会社での余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)であります。 

  

  
日本
(百万円) 

米州 
(百万円) 

欧州
(百万円) 

アジア・パ
シフィック
（百万円）

計(百万円)
消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益               

  売上高               

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

66,517 27,985 16,181 4,541 115,225 ― 115,225

(2) セグメント間の 
内部売上高又は 
振替高 

30,914 244 185 1,361 32,706 (32,706) ―

計 97,432 28,230 16,366 5,902 147,932 (32,706) 115,225 

営業費用 90,170 26,685 15,313 5,701 137,871 (33,363) 104,507 

営業利益 7,261 1,544 1,053 201 10,060 657 10,717 

Ⅱ 資産 93,900 23,282 8,975 5,584 131,742 (13,283) 118,458 

  
日本
(百万円) 

米州 
(百万円) 

欧州
(百万円) 

アジア・パ
シフィック
（百万円）

計(百万円)
消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益               

  売上高               

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

89,955 37,086 19,185 5,114 151,342 ― 151,342

(2) セグメント間の 
内部売上高又は 
振替高 

40,681 152 131 2,098 43,063 (43,063) ―

計 130,636 37,238 19,316 7,213 194,405 (43,063) 151,342 

営業費用 116,623 34,106 18,125 6,917 175,771 (43,118) 132,653 

営業利益 14,013 3,132 1,191 295 18,633 54 18,688 

Ⅱ 資産 138,329 24,708 11,613 6,473 181,123 ( 2,282) 178,841 



【海外売上高】 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

  

  

当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

  

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 米州……アメリカ、メキシコ 

(2) 欧州……ドイツ、イタリア、トルコ 

(3) アジア・パシフィック……中国、タイ、韓国、台湾 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。 

  

  米州 欧州
アジア・
パシフィック 

計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 29,137 16,475 16,968 62,581 

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― 115,225 

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

25.3 14.3 14.7 54.3

  米州 欧州
アジア・
パシフィック 

計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 38,836 19,954 19,811 78,602 

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― 151,342 

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

25.6 13.2 13.1 51.9



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

１ 役員及び個人主要株主等 

  

  

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等 

１ 当社製品の販売については、市場価格から勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。 

２ 岡谷鋼機㈱との取引は、いわゆる第三者のための取引であります。 

３ 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

  

当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

１ 役員及び個人主要株主等 

  

  

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等 

１ 当グループ製品の販売については、市場価格から勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。 

２ 岡谷鋼機㈱との取引は、いわゆる第三者のための取引であります。 

３ 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

  

属性 氏名 住所 資本金又 
は出資金 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容 
取引の内容

取引 
金額 
(百万円) 

科目 
期末
残高 
(百万円)役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員 岡谷篤一 ― ― 

当社取締役 
岡谷鋼機㈱ 
代表取締役 
社長 

直接  ― ― ―

工作機械の
売上 575 売掛金 119

工作機械用
部品等の仕
入 

801 買掛金及
び未払金 349

属性 氏名 住所 資本金又 
は出資金 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容 
取引の内容

取引 
金額 
(百万円) 

科目 
期末
残高 
(百万円)役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員 岡谷篤一 ― ― 

当社取締役 
岡谷鋼機㈱ 
代表取締役 
社長 

（被所有）
直接 0.0 ― ―

工作機械の
売上 3,083 売掛金 572

工作機械用
部品等の仕
入 

871 買掛金及
び未払金 363



(１株当たり情報) 
  

  

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(重要な後発事象) 

前連結会計年度 

 当社、大隈豊和機械株式会社及び大隈エンジニアリング株式会社の３社は、各社の工作機械の製造、販売、サ

ービス、エンジニアリングに関する事業を持株会社の下に統合することで合意にいたりました。その具体的なス

キームとして、当社は商号を「オークマ ホールディングス株式会社」と変更し、当社のすべての営業を新設す

るオークマ株式会社に承継させる会社分割を行うとともに、大隈豊和機械株式会社及び大隈エンジニアリング株

式会社を完全子会社とする株式交換契約を締結いたしました。この会社分割計画書及び株式交換契約書は、平成

17年６月29日開催の定時株主総会において承認を受けております。 

 なお、大隈豊和機械株式会社及び大隈エンジニアリング株式会社におきましても、平成17年６月29日及び６月

28日開催の定時株主総会において株式交換契約書の承認を受けております。 
  

（１）会社分割の概要 

① 会社分割の方法 

 当社を分割会社として、新設する「オークマ株式会社」（以下「新設会社」という）に事業を承継させる物的

新設分割であります。 

② 分割期日 

 平成17年10月1日 

③ 新設会社が分割に際して発行する株式及びその割当 

 本件分割に際して、新設会社は普通株式200,000株を発行し、その全部を当社に対して、割当交付いたします。

④ 新設会社の資本の額及び準備金 

(ⅰ) 資本金 

10,000百万円 

(ⅱ) 資本準備金 

商法第288条ノ２第１項第３号の２の超過額 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 376.95円 １株当たり純資産額 539.88円

１株当たり当期純利益金額 67.73 １株当たり当期純利益金額 80.03 

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益金額 

―
潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額 

― 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、

潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、

潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純利益（百万円） 9,069 12,110 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 23 97 
（うち利益処分による役員賞与金（百万
円）） 

23 97 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 9,045 12,013 

普通株式に係る期中平均株式数（千株） 133,553 150,105 



⑤ 新設会社が承継する権利義務に関する事項 

 分割計画書で定めるものを除き、原則として、当社の全ての営業に関する一切の資産負債、労働契約その他の

権利義務が新設会社に承継されます。なお、新設会社が当社から承継する債務については、当社が併存的債務引

受を行います。 

  

（２）株式交換の概要 

① 株式交換の内容 

 当社は、大隈豊和機械株式会社及び大隈エンジニアリング株式会社と商法第352条に定める方法により株式交換

を行います。 

② 株式交換の日 平成17年10月１日 

③ 株式交換に際して発行する株式及び割当 

 当社は、大隈豊和機械株式会社及び大隈エンジニアリング株式会社との株式交換に際して、普通株式

25,098,551株を発行するとともに、当社が所有する自己株式（普通株式）1,000,000株を合計した26,098,551株を

株式交換日の前日最終の大隈豊和機械株式会社及び大隈エンジニアリング株式会社の株主名簿に記載された株主

のうち当社を除く株主に対して、その所有する大隈豊和機械株式会社の普通株式１株につき当社の普通株式0.59

株、大隈エンジニアリング株式会社の普通株式１株につき当社の普通株式0.69株の割合をもって割当交付しま

す。 

④ 増加すべき資本金及び資本準備金額 

 当社の資本金は増加させません。増加する当社の資本準備金の額は、大隈豊和機械株式会社及び大隈エンジニ

アリング株式会社のそれぞれにつき算出される商法第288条ノ２第１項第２号に規定する超過額の合算額でありま

す。 

  

（３）大隈豊和機械株式会社の概要 

代表者 代表取締役社長 外山 利治 

資本金 5,961百万円 

住 所 愛知県江南市前野町東１番地 

① 主な事業内容 

工作機械の製造、販売、サービス 

② 売上高及び当期純利益 

（平成17年３月期） 

売上高       26,340百万円 

当期純利益      1,151百万円 

③ 資産、負債、資本の状況 

（平成17年３月31日現在） 

資産合計      26,559百万円 

負債合計      13,196百万円 

資本合計      13,362百万円 

  



（４）大隈エンジニアリング株式会社の概要 

代表者 代表取締役社長 稲垣 義彦 

資本金 450百万円 

住 所 岐阜県可児市姫ヶ丘３丁目７番地 

① 主な事業内容 

工作機械の修理及び保守部品の販売 

② 売上高及び当期純利益 

（平成17年３月期） 

売上高        7,867百万円 

当期純利益        304百万円 

③ 資産、負債、資本の状況 

（平成17年３月31日現在） 

資産合計       6,088百万円 

負債合計       2,283百万円 

資本合計       3,805百万円 

  

当連結会計年度 

該当事項はありません。 



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 
  

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりでありま

す。 

  

２ 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 1,795 2,930 2.0 ― 

１年以内返済予定の長期借入金 5,480 6,426 1.7 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。) 

17,426 17,500 1.4
平成19年８月～ 
 平成24年８月 

その他の有利子負債 ― ― ― ― 

計 24,702 26,856 ― ― 

  
１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

長期借入金 6,400 4,400 1,200 4,000 



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

  
第141期

(平成17年3月31日) 
第142期 

(平成18年3月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金     11,362     2,461   

２ 受取手形 ※１   3,123     ―   

３ 売掛金 ※１   26,819     323   

４ 有価証券     ―     1,999   

５ 製品     2,267     ―   

６ 原材料     1,993     ―   

７ 仕掛品     9,949     ―   

８ 貯蔵品     60     ―   

９ 前渡金     3     ―   

10 繰延税金資産     2,076     77   

11 短期貸付金 ※１   3,544     10,659   

12 未収入金 ※１   95     2,211   

13 その他     749     253   

合計     62,045     17,984   

貸倒引当金     △379     ―   

流動資産合計     61,666 59.8   17,984 22.3 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産               

(1) 建物 ※２ 15,801     3,747     

減価償却累計額   △9,804 5,996   △2,439 1,307   

(2) 構築物   1,657     ―     

減価償却累計額   △1,325 331   ― ―   

(3) 機械及び装置   22,846     ―     

減価償却累計額   △19,755 3,090   ― ―   

(4) 車両運搬具   235     ―     

減価償却累計額   △217 18   ― ―   

(5) 工具・器具・備品   4,113     6     

減価償却累計額   △3,677 436   △3 2   

(6) 土地 ※２   2,754     42   

(7) 建設仮勘定     490     ―   

有形固定資産合計     13,118 12.7   1,352 1.7 

２ 無形固定資産               

(1) 借地権     10     ―   

(2) 商標権     1     ―   

(3) ソフトウェア     1,276     2   

(4) その他     95     ―   

無形固定資産合計     1,383 1.4   2 0.0 

３ 投資その他の資産               

(1) 投資有価証券 ※２   6,877     ―   

(2) 関係会社株式     12,475     61,067   

(3) 出資金     28     ―   

(4) 関係会社出資金     2,574     ―   

(5) 従業員長期貸付金     208     ―   

(6) 関係会社長期貸付金     3,231     ―   

(7) 長期前払費用     339     ―   



  

  

  
第141期

(平成17年3月31日) 
第142期 

(平成18年3月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(8) 役員退職金引当資産     468     ―   

(9) 繰延税金資産     ―     41   

(10) その他     739     162   

合計     26,942     61,270   

貸倒引当金     △22     ―   

投資その他の資産合計     26,920 26.1   61,270 76.0 

固定資産合計     41,423 40.2   62,626 77.7 

資産合計     103,090 100.0   80,611 100.0 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

１ 支払手形 ※１   4,715     ―   

２ 買掛金 ※１   15,609     ―   
３ １年以内返済予定の 
長期借入金 

※２  5,400 ―  

４ 未払金     3,331     100   

５ 未払費用     52     ―   

６ 未払法人税等     188     2,022   

７ 前受金     395     ―   

８ 預り金 ※１   1,605     3,704   

９ 賞与引当金     1,349     27   

10 製品保証引当金     304     ―   

11 デリバティブ債務     235     ―   

流動負債合計     33,186 32.2   5,854 7.3 

Ⅱ 固定負債               

１ 長期借入金 ※２   17,400     ―   

２ 長期未払金     0     11   

３ 繰延税金負債     1,572     ―   

４ 退職給付引当金     0     0   

５ 役員退職金引当金     468     411   

固定負債合計     19,441 18.9   423 0.5 

負債合計     52,628 51.1   6,277 7.8 

(資本の部)               

Ⅰ 資本金 ※５   13,733 13.3   18,000 22.3 

Ⅱ 資本剰余金               

 １ 資本準備金   21,870     39,951     

 ２ その他資本剰余金               

(1) 自己株式処分差益   5     757     

   資本剰余金合計     21,876 21.2   40,709 50.5 

Ⅲ 利益剰余金               

 １ 利益準備金   2,318     2,318     

 ２ 任意積立金               

(1) 配当準備積立金   1,600     1,000     

(2) 別途積立金   1,270     6,270     

 ３ 当期未処分利益   7,477     6,178     

   利益剰余金合計     12,665 12.3   15,767 19.6 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     2,369 2.3   ― ― 

Ⅴ 自己株式 ※６   △182 △0.2   △143 △0.2 

資本合計     50,462 48.9   74,333 92.2 

負債及び資本合計     103,090 100.0   80,611 100.0 



② 【損益計算書】 

  

  

  
第141期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第142期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高 ※１   88,202 100.0   51,690 100.0 

Ⅱ 売上原価               

１ 製品期首たな卸高   1,669     2,267     

２ 当期製品製造原価   66,683     37,379     

３ 他勘定へ振替高 ※２ 367     20     

４ 会社分割による承継高 ※３ ―     2,423     

５ 製品期末たな卸高   2,267 65,718 74.5 ― 37,202 72.0 

   売上総利益     22,484 25.5   14,488 28.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費               

１ 販売手数料   1,160     624     

２ 運賃荷造費   4,476     2,843     

３ 販売諸掛   2,546     1,409     

４ 広告宣伝費   405     232     

５ 役員報酬   114     129     

６ 従業員給料   1,846     989     

７ 賞与手当   357     394     

８ 賞与引当金繰入   392     27     

９ 福利費及び退職給付費用   614     312     

10 役員退職金引当金繰入   62     55     

11 交際費   54     36     

12 旅費通信費   935     492     

13 管理事務費   1,024     661     

14 減価償却費   250     133     

15 保険料   119     70     

16 研究開発費   1,259     607     

17 貸倒引当金繰入   71     ―     

18 その他 
  

413 16,103 18.3 297 9,316 18.0 

営業利益   6,380 7.2   5,171 10.0 



  

  

  
第141期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第142期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息及び割引料 ※１ 83     107     

２ 有価証券利息   1     ―     

３ 受取配当金 ※１ 221     154     

４ 受取地代家賃   126     66     

５ 受取技術指導料   19     4     

６ 為替差益   252     ―     

７ 雑収入 

Ⅴ 営業外費用 

※１ 

  

151 856 1.0 

  

58 390 0.8 

          

１ 支払利息   561     298     

２ 社債利息   133     ―     

３ たな卸資産評価損   515     117     

４ たな卸資産廃棄損   102     26     

５ 為替差損   ―     36     

６ 借入手数料   171     95     

７ 雑損失   407 1,890 2.1 328 903 1.8 

経常利益     5,346 6.1   4,657 9.0 

Ⅵ 特別損失               

１ 年金制度改訂に伴う 
  拠出金 

462 ―    

２ 退職給付制度間移行損失   ―     278     

３ 減損損失 ※４ ― 462 0.5 217 495 0.9 

税引前当期純利益     4,883 5.6   4,162 8.1 

法人税、住民税 
及び事業税 

68 △216    

法人税等調整額   △1,210 △1,141 △1.2 576 360 0.7 

当期純利益     6,025 6.8   3,802 7.4 

前期繰越利益     1,451     2,376   

当期未処分利益     7,477     6,178   



製造原価明細書 

  

(注) １ 当社の原価計算は、個別原価計算法を採用しております。 

※２ 他勘定へ振替高 

  

※３ 平成17年10月１日付にて、新設分割の方法によって新たに設立したオークマ㈱に承継した仕掛品であります。 

  

  
第141期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第142期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

Ⅰ 材料費     34,728 50.1   21,255 52.9 

Ⅱ 労務費     7,881 11.4   3,953 9.8 

Ⅲ 経費     26,629 38.5   15,004 37.3 

(外注加工費)     (18,399) (26.6)   (10,757) (26.8)

(減価償却費)     (2,158) (3.1)   (990) (2.5)

当期総製造費用     69,239 100.0   40,213 100.0 

仕掛品期首たな卸高     9,872     9,949   

合計     79,112     50,162   

仕掛品期末たな卸高     9,949     ―   

他勘定へ振替高 ※２   2,479     1,348   

会社分割による承継高 ※３   ―     11,434   

当期製品製造原価     66,683     37,379   

摘要 第141期(百万円) 第142期(百万円) 

固定資産 157 289 

流動資産 55 15 

販売費及び一般管理費 1,735 897 

営業外費用 531 145 

計 2,479 1,348 



③ 【利益処分計算書】 

  

（注）第141期の配当金は、自己株式1,181,844株の配当金を除いております。 

第142期の配当金は、自己株式123,794株の配当金を除いております。 

  

株主総会承認年月日 
第141期

(平成17年6月29日) 
第142期 

(平成18年6月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処分利益     7,477   6,178 

Ⅱ 任意積立金取崩額           

 １ 配当準備積立金取崩額   600 600 1,000 1,000 

合計     8,077   7,178 

Ⅲ 利益処分額           

  
 １ 配当金 

  
680 

(1株につき5円)
2,023 

  (1株につき12円)
 

 ２ 役員賞与金   20   48   

（うち監査役賞与金）   （5）   （6）   

 ３ 任意積立金           

      別途積立金   5,000 5,700 5,000 7,071 

Ⅳ 次期繰越利益     2,376   107 



重要な会計方針 

  

  

項目 
第141期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第142期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

満期保有目的の債券 

……償却原価法（定額法） 

子会社株式及び関連会社株式 

……移動平均法による原価法 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

……期末日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定) 

 時価のないもの 

……移動平均法による原価法 

同左 

２ デリバティブ 時価法 同左 

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

製品及び仕掛品 

………………個別法による原価法 

原材料………移動平均法による原価法 

貯蔵品………先入先出法による原価法 

同左 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産…定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降取得

した建物(建物附属設備を除く)につい

ては、定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

 建物及び構築物   ３～60年 

 機械装置及び運搬具 ２～17年 

同左 

  無形固定資産……定額法 

 ただし、ソフトウェアについては、

自社利用のものは社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法、販売目

的のものは３年間の見込販売数量に基

づく償却額(残存有効期間均等配分額

以上)を計上する方法によっておりま

す。 

同左 

  長期前払費用……定額法 同左 

５ 引当金の計上基準     

 (1) 貸倒引当金  債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

同左 

 (2) 賞与引当金  従業員に対する賞与支払に充てるた

め、支給見込額を計上しております。 

同左 

 (3) 製品保証引当金  売上製品の保証期間内に発生するア

フターサービスの費用に備えるため、

売上高を基準として過去の経験率によ

り計上しております。 

同左 



  

  

項目 
第141期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第142期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (4) 退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当期末において

発生していると認められる額を計上し

ております。なお、数理計算上の差異

及び過去勤務債務の額については、各

期の発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（15年）による定

額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌期より費用処理することとしてお

ります。 

(追加情報) 

 当社は、確定給付企業年金法の施行

に伴い、厚生年金基金の代行部分につ

いて平成17年３月30日に過去分返上の

認可を受け、従来より採用しておりま

した「厚生年金基金制度」から「基金

型企業年金制度」へ移行いたしまし

た。また、平成17年４月1日付で、基

金型企業年金制度に加え、退職一時金

制度を施行いたしております。 

 さらに、厚生年金基金の過去分の代

行返上に合わせて、厚生年金基金の上

乗せ部分の一部を、加入者に精算いた

しました。これによる拠出金を特別損

失として、462百万円計上いたしまし

た。 

 従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当期末において

発生していると認められる額を計上し

ております。なお、数理計算上の差異

及び過去勤務債務の額については、各

期の発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（15年）による定

額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌期より費用処理することとしてお

ります。 

(追加情報) 

 当社は、平成17年7月1日付にて、退

職一時金制度の33.3％を「確定拠出年

金制度」に移行いたしました。これに

より、退職給付制度間の移行等の会計

処理に関する実務上の取扱い（実務対

応報告第２号）を適用し、終了損失の

額を合理的に見積もり、「退職給付制

度間移行損失」（特別損失）として

265百万円を計上いたしました。ま

た、退職一時金制度の残り66.7％を、

平成18年7月1日付にて「確定拠出年金

制度」に移行することを、平成18年2

月20日にて労使間で合意いたしまし

た。これにより、制度変更の確実性及

び終了損失の額を合理的に見積もるこ

とが可能なため、「退職給付制度間移

行損失」（特別損失）として12百万円

を計上しております。以上により、税

引前当期純利益は、合計278百万円減

少しております。 

 (5) 役員退職金引当金  役員の退職金支給に充てるため、内

規に基づく期末要支給額の全額を計上

しております。 

同左 

６ 収益及び費用の計上基準     

 売上計上基準  国内向のもの……出荷基準 

 輸出向のもの……原則として船積基

準 

同左 

７ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 



  

  

項目 
第141期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第142期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

８ ヘッジ会計の方法     

 (1)ヘッジ会計の方法  原則として繰延ヘッジ処理によって

おります。なお、特例処理の要件を満

たしている金利スワップについては特

例処理によっております。 

同左 

 (2)ヘッジ手段とヘッジ 

   対象 

 a.ヘッジ手段…為替予約 

ヘッジ対象…外貨建予定取引 

 b.ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…長期借入金 

同左 

 (3)ヘッジ方針  ヘッジ対象に係る将来の為替相場の

変動リスク及び金利変動リスクを回避

する目的で、為替予約取引及び金利ス

ワップ取引を行っております。 

同左 

 (4)ヘッジ有効性評価の 

   方法 

 相場変動によるヘッジ手段及びヘッ

ジ対象に係る損益の累計を比較するこ

とにより、ヘッジ有効性を評価してお

ります。ただし、特例処理によってい

る金利スワップについては有効性の評

価を省略しております。 

同左 

９ その他財務諸表作成の

ための重要な事項 

    

 (1)消費税等の会計処理  税抜方式を採用し、未収消費税等は

仮払消費税等と仮受消費税等を相殺し

た後の残額 205百万円を流動資産のそ

の他に含めて表示しております。 

 税抜方式を採用し、未収消費税等は

仮払消費税等と仮受消費税等を相殺し

た後の残額 237百万円を流動資産のそ

の他に含めて表示しております。 

 (2)連結納税制度の適用 ――――――――  当期より連結納税制度を適用してお

ります。 



財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

会計処理方法の変更 

  

  

追加情報 

  

第141期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第142期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

―――――――― 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当期より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年8月9日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日）を適用しております。これに

より経常利益は3百万円増加し、税引前当期純利益は214

百万円減少しております。なお、減損損失累計額につい

ては、改正後の財務諸表等規則に基づき各資産の金額か

ら直接控除しております。 

―――――――― 

  

（退職給付会計に係る会計基準） 

 当期より、「『退職給付に係る会計基準』の一部改

正」（企業会計基準第３号 平成17年3月16日）及び

「『退職給付に係る会計基準』の一部改正に関する適用

指針」（企業会計基準適用指針第７号 平成17年3月16

日）を適用しております。これにより、営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益は17百万円増加しておりま

す。 

第141期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第142期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(外形標準課税) 

実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課

税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱

い」(企業会計基準委員会(平成16年２月13日))に基づ

き、法人事業税の付加価値割及び資本割153百万円を販

売費及び一般管理費として処理しております。この結

果、販売費及び一般管理費が153百万円増加し、営業利

益、経常利益及び税引前当期純利益が、153百万円減少

しております。 

―――――――― 

  

―――――――― （会社分割及び株式交換） 

 当社は、平成17年10月１日付にて、平成17年６月29日

開催の定時株主総会において承認された分割計画書なら

びに株式交換契約書の決議内容に基づき、分社型新設分

割の方法により新設いたしましたオークマ㈱に当社のす

べての営業を承継させるとともに、商号を「オークマ 

ホールディングス株式会社」に変更し、持株会社に移行

しました。なお、当社の通期売上高51,690百万円のう

ち、持株会社オークマ ホールディングス㈱としての売

上高は619百万円であります。また、同日付にて株式交

換を実施することにより、大隈豊和機械㈱、大隈エンジ

ニアリング㈱は、オークマ ホールディングス㈱の完全

子会社となりました。これにより、資本準備金は13,814

百万円増加しております。 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

摘要 
第141期

(平成17年３月31日) 
第142期 

(平成18年３月31日) 

※１ 関係会社に係る注記  区分掲記されたもの以外で各科目に

含まれている関係会社に対するものは

次のとおりです。 

受取手形 561百万円

売掛金 11,547  

短期貸付金 3,042  

支払手形 196  

買掛金 1,143  

預り金 1,387  

 区分掲記されたもの以外で各科目に

含まれている関係会社に対するものは

次のとおりです。 

短期貸付金 10,659百万円 

未収入金 2,211  

預り金 3,700  

※２ 担保資産 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

担保付債務は次のとおりであります。 

建物 4,118百万円

土地 2,659  

投資有価証券 8,007  

 計 14,785  

１年以内返済予
定の長期借入金 

5,000百万円

長期借入金 13,000  

 計 18,000  

担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

担保付債務は次のとおりであります。 

オークマ㈱との重畳的債務引受によ

る連帯債務 

建物 1,207百万円 

土地 42  

 計 1,250  

１年以内返済予
定の長期借入金 

4,000百万円 

長期借入金 6,000  

 計 10,000  

 ３ 偶発債務 (1)保証債務 

 関係会社の金融機関からの借入金

に対して、次のとおり債務保証を行

っております。 

オークマ  
アメリカ Corp. 

1,073百万円

オークマ  
ヨーロッパ 
GmbH 

580

大隈机床 
(上海)有限公司 

5

オークマ  
オーストラリア 
Pty.Ltd. 

165

北一大隈 
（北京）机床 
有限公司 

130

 計 1,955  

(1)保証債務 

 関係会社の金融機関からの借入金

に対して、次のとおり債務保証を行

っております。 

大隈豊和機械㈱ 2,400百万円 

  ―――――――― (2)重畳的債務引受による連帯債務 

 平成17年10月１日付にて新設分割

の方法によって新たに設立したオー

クマ㈱にすべての営業を承継したこ

とに伴い、その承継した債務につい

て重畳的債務引受を行っておりま

す。 

オークマ㈱ 23,900百万円 



  

  

(損益計算書関係) 

  

摘要 
第141期

(平成17年３月31日) 
第142期 

(平成18年３月31日) 

 ４ コミットメント契約 当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため、取引銀行12行と貸出コミッ

トメント契約を締結しております。当

事業年度末における、貸出コミットメ

ントに係る借入未実行残高等は次のと

おりであります。 

貸出コミットメ
ントの総額 

14,000百万円

借入実行残高 ―  

差引額 14,000  

―――――――― 

※５ 資本金 

    授権株式数 

  

普通株式493,862千株 

  

普通株式493,862千株 

   ただし、定款の定めにより、株式

の消却が行われた場合には、これに

相当する株式を減ずることとなって

おります。 

同左 

    発行済株式総数 普通株式137,270千株 普通株式168,775千株 

※６ 自己株式  当社が保有する自己株式の数は、

普通株式1,181千株であります。 

 当社が保有する自己株式の数は、普

通株式123千株であります。 

 ７ 配当制限 商法施行規則第124条第３号に規定

する資産に時価を付したことにより

増加した純資産額は2,369百万円であ

ります。 

―――――――― 

摘要 
第141期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第142期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 関係会社取引 売上高 28,676百万円 売上高 17,624百万円 

  営業外収益    

(1)受取利息及び 
  割引料 

58百万円

(2)受取配当金 185  

(3)雑収入 124  

営業外収益    

(1)受取利息及び 
  割引料 

100百万円 

(2)受取配当金 121  

(3)雑収入 61  

※２ 製品の他勘定への振替

高 

固定資産 341百万円

営業外費用 25  

計 367  

固定資産 2百万円 

営業外費用 17  

計 20  

※３ 会社分割による承継高 ―――――――― 平成17年10月１日付にて、新設分割

の方法によって新たに設立したオーク

マ㈱に承継した製品であります。 



  

  

摘要 
第141期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第142期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※４ 減損損失 ―――――――― 当期において、当社は以下の資産グル
ープについて減損損失を計上しており
ます。 
  

  
減損損失の金額 

土地(米国)        15百万円 

建物(米国)       121 

建物(シンガポール)    79 

合計          217 

  

  当社は、事業用資産については地域

別に、また、遊休資産については物件

ごとにグルーピングしております。 

  上記資産グループのうち、遊休資産

については市場価格の著しい下落によ

り、事業用資産については営業活動か

ら生ずる損益が継続して損失である等

の理由により、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失

（217百万円）として特別損失に計上し

ております。 

  なお、回収可能価額は正味売却価

額により測定しており、不動産鑑定評

価額を基礎として算定しております。 

場所 用途 
  
種類 

 米国  遊休 
  土地 
  建物 

シンガポール  事業用   建物 

 ５ 研究開発費の総額   1,885百万円   700百万円 



(リース取引関係) 

  

  

項目 
第141期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第142期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高相

当額 

  
工具・器具
・備品他 

取得価額 
相当額 

2,295百万円

減価償却 
累計額相当額 

1,201

期末残高 
相当額 

1,093

１ リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高相

当額 

工具・器具 
・備品他 

  

取得価額
相当額 

―百万円 

減価償却
累計額相当額 

―  

期末残高
相当額 

―  

  ２ 未経過リース料期末残高相当額 ２ 未経過リース料期末残高相当額 

  １年内 331百万円

１年超 800  

合計 1,132  

なお、取得価額相当額及び未経過

リース料期末残高相当額は、有形固

定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

１年内 ―百万円 

１年超 ―  

合計 ―  

  ３ 支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

３ 支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

  支払リース料 364百万円

減価償却費相当額 337  

支払利息相当額 28  

支払リース料 191百万円 

減価償却費相当額 191  

     

  ４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっており

ます。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  ５ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得

価額相当額の差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

―――――――― 



(有価証券関係) 

前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

  

当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

区分 
貸借対照表計上額
(百万円) 

時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

子会社株式 163 2,086 1,923 

関連会社株式 2,176 3,712 1,535 

合計 2,340 5,799 3,458 



(税効果会計関係) 

  

  

第141期 
(平成17年３月31日) 

第142期
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 繰延税金資産(流動)   

  繰越欠損金 2,006百万円

  その他 123 

  繰延税金資産小計 2,129 

  評価性引当額 △53 

  繰延税金資産合計 2,076 

    

    

    

    

    

    

繰延税金負債(固定)   

  その他有価証券評価差額金 1,572百万円

繰延税金負債合計 1,572 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 繰延税金資産(流動)   

  賞与引当金 13百万円

  未払事業税 36 

  その他 27 

  繰延税金資産合計 77 

繰延税金資産(固定)   

  役員退職金引当金 143百万円

  繰延税金資産小計 143 

  評価性引当額 △102 

  繰延税金資産合計 41 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

  

  

法定実効税率 39.9％

(調整)   

 住民税均等割額等 1.4 

 繰越外国法人税額控除 △1.0 

 評価性引当額の減少等 △64.7 

 その他 1.0 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △23.4 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

  

  

法定実効税率 39.9％

(調整)   

 交際費等永久に損金に算入されない項目 2.3 

 受取配当金等永久に損金に算入されない 

 項目 
△1.1 

 住民税均等割額等 0.4 

 評価性引当額の減少 △35.4 

 試験研究費等の税額控除 △1.5 

 繰越欠損金の回収見込み額減少 1.8 

 その他 2.2 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 8.6 



(１株当たり情報) 

  

  

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(重要な後発事象) 

前事業年度 

 当社、大隈豊和機械株式会社及び大隈エンジニアリング株式会社の３社は、各社の工作機械の製造、販売、サ

ービス、エンジニアリングに関する事業を持株会社の下に統合することで合意にいたりました。その具体的なス

キームとして、当社は商号を「オークマ ホールディングス株式会社」と変更し、当社のすべての営業を新設す

るオークマ株式会社に承継させる会社分割を行うとともに、大隈豊和機械株式会社及び大隈エンジニアリング株

式会社を完全子会社とする株式交換契約を締結いたしました。この会社分割計画書及び株式交換契約書は、平成

17年６月29日開催の定時株主総会において承認を受けております。 

 なお、大隈豊和機械株式会社及び大隈エンジニアリング株式会社におきましても、平成17年６月29日及び６月

28日開催の定時株主総会において株式交換契約書の承認を受けております。 
  

 詳細につきましては「第５ 経理の状況 １．連結財務諸表等（重要な後発事象）」に記載しております。 

  

当事業年度 

 該当事項はありません。 

摘要 
第141期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第142期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 370.65円 440.46円 

１株当たり当期純利益金額 44.87 24.97 

   潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式が存在し

ないため、記載しておりません。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式が存在し

ないため、記載しておりません。 

項目 
第141期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第142期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純利益（百万円） 6,025 3,802 

普通株主に帰属しない金額 
（百万円） 

20 48 

（うち利益処分による役員賞与金 
 （百万円）） 

(20) (48) 

普通株式に係る当期純利益 
（百万円） 

6,005 3,754 

普通株式に係る期中平均株式数 
（千株） 

133,832 150,302 



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【債券】 

  

  

【有形固定資産等明細表】 

  

銘柄 
券面総額
（百万円） 

貸借対照表計上額 
(百万円) 

有価証券 
満期保有 
目的の債券 

 ガネットフォー 00CB CP 2,000 1,999 

小計 2,000 1,999 

計 2,000 1,999 

資産の種類 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 
(百万円) 

有形固定資産               

 建物 15,801 183 
12,238
(201)

3,747 2,439 247 1,307 

 構築物 1,657 0 1,658 ― ― 16 ― 

 機械及び装置 22,846 558 23,404 ― ― 276 ― 

 車両運搬具 235 17 253 ― ― 3 ― 

 工具・器具・備品 4,113 156 4,264 6 3 83 2 

 土地 2,754 ― 
2,711
(15)

42 ― ― 42 

 建設仮勘定 490 1,077 1,567 ― ― ― ― 

有形固定資産計 47,899 1,994 46,098 3,796 2,443 626 1,352 

無形固定資産               

 借地権 10 ― 10 ― ― ― ― 

 商標権 2 ― 2 ― ― 0 ― 

 ソフトウェア 5,358 478 5,834 2 0 458 2 

 その他 144 14 159 ― ― 7 ― 

無形固定資産計 5,515 493 6,006 2 0 465 2 

長期前払費用 839 94 934 ― ― 65 ― 

繰延資産               

― ― ― ― ― ― ― ― 

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ― 



(注) １ 当期償却額の計上区分は製造経費990百万円、販売費及び一般管理費133百万円、営業外費用34百万円であります。 

２ 「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

３ 当期減少額のうち、平成17年10月１日付にて新設分割の方法によって新たに設立したオークマ㈱に承継した金額は、以下

のとおりであります。 
  

  

有形固定資産 建物 12,020百万円 

  構築物 1,658 

  機械及び装置 23,047 

  車両運搬具 249 

  工具・器具・備品 4,236 

  土地 2,696 

  建設仮勘定 1,250 

  合計 45,157 

無形固定資産 借地権 10百万円 

  商標権 2 

  ソフトウェア 3,097 

  その他 159 

  合計 3,269 

長期前払費用   762百万円 



【資本金等明細表】 

  

(注) １ 当期末における自己株式数は、123,794株であります。 

２ 普通株式の当期増加額は、平成17年10月１日付株式交換によるもの（普通株式25,098,551株、資本準備金13,814百万

円）、平成18年１月26日付一般募集によるもの（普通株式5,360,000株、資本金3,569百万円、資本準備金3,568百万円）、

平成18年２月21日付第三者割当によるもの（普通株式1,047,000株、資本金697百万円、資本準備金697百万円）でありま

す。 

３ 当期増加額は、自己株式の処分によるものであります。 

４ 当期増加額及び減少額は、前期の利益処分によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

  

(注)  当期減少額（その他）のうち、平成17年10月１日付にて新設分割の方法によって新たに設立したオークマ㈱に承継した金額

は、以下のとおりであります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(百万円)（注２） 13,733 4,267 ― 18,000 

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式 
（注１、２） 

(株) (137,270,219) (31,505,551) ― (168,775,770)

普通株式（注２） (百万円) 13,733 4,267 ― 18,000 

計 (株)  (137,270,219) (31,505,551) ― (168,775,770)

計 (百万円) 13,733 4,267 ― 18,000 

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金 

（資本準備金） 
株式払込剰余金 
（注２) 

(百万円) 21,870 18,080 ― 39,951

（その他資本剰余金) 
自己株式処分差益 
（注３） 

(百万円) 5 752 ― 757

計 (百万円) 21,876 18,832 ― 40,709 

利益準備金及び 
任意積立金 

（利益準備金）  
  

(百万円) 2,318 ― ― 2,318

（任意積立金） 
  

    

 配当準備積立金 

（注４） 
(百万円) 1,600 ― 600 1,000 

 別途積立金 
（注４） 

(百万円) 1,270 5,000 ― 6,270

計 (百万円) 5,188 5,000 600 9,588 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 401 ― ― 401 ― 

賞与引当金 1,349 1,364 1,324 1,361 27 

製品保証引当金 304 24 ― 328 ― 

役員退職金引当金 468 55 112 ― 411 

貸倒引当金 401百万円 

賞与引当金 1,361 

製品保証引当金 328 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

(a) 資産の部 

イ 現金及び預金 

  

  

ロ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 

  

  

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記の当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

ハ 短期貸付金 

  

  

区分 金額(百万円) 

現金 0 

預金   

当座預金 0 

普通預金 2,073 

定期預金 381 

別段預金 6 

計 2,461 

合計 2,461 

相手先 金額(百万円) 

オークマ㈱ 296 

大隈豊和機械㈱ 22 

大隈エンジニアリング㈱ 4 

合計 323 

前期繰越高 
(百万円) 
(Ａ) 

当期発生高 
(百万円) 
(Ｂ) 

当期回収高
(百万円) 
(Ｃ) 

次期繰越高
(百万円) 
(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ) 
２ 
(Ｂ) 
365 

26,819 53,498 79,995 323 99.6 92.6 

相手先 金額(百万円) 

オークマ㈱ 10,659 



ニ 関係会社株式 

  

  
  

(3) 【その他】 

平成17年10月１日付にて、株式交換により当社の完全子会社となった大隈豊和機械㈱の平成18年３月期及び平成

17年３月期の財務諸表は以下のとおりであります。 

なお、当グループの連結財務諸表及び当社の財務諸表等は百万円未満切り捨てでの表示としておりますが、大隈

豊和機械㈱の財務諸表は、従前の表記方法に倣って千円未満四捨五入での表示としております。 

  

次へ 

銘柄 株数(株) 金額(百万円) 

オークマ㈱ 200,000 45,521 

大隈豊和機械㈱ 47,375,902 13,784 

大隈エンジニアリング㈱ 9,010,000 1,761 

合計 56,585,902 61,067 



  大隈豊和機械株式会社の最近２事業年度に係る財務諸表 

(1)  財務諸表 

①  貸借対照表  
  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

（資産の部）      

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金  3,591,773 4,776,424  

２ 受取手形 ※６  3,493,800 5,063,735  

３ 売掛金 ※６  6,383,806 6,771,195  

４ 親会社預け金  ─ 1,000,000  

５ 製品  758,621 1,114,992  

６ 原材料  16,312 21,219  

７ 仕掛品  5,617,580 6,051,051  

８ 貯蔵品  22,399 22,969  

９ 前払費用  26,675 22,891  

10 繰延税金資産  247,552 261,533  

11 その他  4,706 10,982  

12 貸倒引当金  △980 △1,180  

流動資産合計  20,162,244 75.9 25,115,811 78.9

Ⅱ 固定資産     

(1) 有形固定資産 ※１     

１ 建物 ※２  1,487,241 1,949,979  

２ 構築物  58,411 94,265  

３ 機械装置  1,068,728 1,352,363  

４ 車両運搬具  12,914 46,470  

５ 工具器具備品  234,680 272,205  

６ 土地 ※２  349,805 349,805  

７ 建設仮勘定  86,106 52,694  

有形固定資産合計  3,297,885 12.4 4,117,781 12.9

(2) 無形固定資産     

１ 借地権  13,174 13,174  

２ 商標権  121 99  

３ 電話加入権  8,595 8,595  

４ 施設利用権  1,494 853  

５ ソフトウエア  8,301 22,323  

無形固定資産合計  31,685 0.1 45,044 0.1



  

  

次へ 

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(3) 投資その他の資産      

１ 投資有価証券    1,811,547 2,147,658  

２ 関係会社株式    628,410 40,350  

３ 関係会社出資金  40,545 40,545  

４ 従業員長期貸付金  1,537 646  

５ 更生債権等  1,313 1,137  

６ 長期前払費用  41,398 58,868  

７ 前払年金費用  149,788 53,889  

８ 保険積立金  282,833 120,701  

９ その他  111,660 104,602  

10 貸倒引当金  △1,281 △1,137  

投資その他の資産合計  3,067,750 11.6 2,567,259 8.1

固定資産合計  6,397,320 24.1 6,730,084 21.1

資産合計  26,559,564 100.0 31,845,895 100.0



  

  

前へ   次へ 

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

（負債の部）      

Ⅰ 流動負債     

１ 支払手形 ※６  6,075,935 7,825,787  

２ 買掛金 ※６  1,824,495 2,312,921  

３ 短期借入金 ※２  2,400,000 2,400,000  

４ 未払金  221,215 75,710  

５ 未払費用  434,780 573,427  

６ 未払法人税等  590,907 515,549  

７ 未払消費税等  61,358 1,628  

８ 前受金  6,724 13,708  

９ 預り金  43,856 60,264  

10 賞与引当金  377,000 449,000  

11 設備関係支払手形 ※６  192,559 651,712  

流動負債合計  12,228,829 46.0 14,879,706 46.7

Ⅱ 固定負債     

１ 退職給付引当金  434,678 470,643  

２ 役員退職慰労引当金  327,588 216,881  

３ 繰延税金負債  205,702 361,535  

固定負債合計  967,968 3.7 1,049,059 3.3

負債合計  13,196,797 49.7 15,928,765 50.0

（資本の部）     

Ⅰ 資本金 ※４  5,961,075 22.5 5,961,075 18.7

Ⅱ 資本剰余金     

１ 資本準備金  2,000,000 2,000,000  

２ その他資本剰余金     

   資本準備金減少差益 2,913,190 2,913,190    

   自己株式処分差益 213 2,913,403 213 2,913,403  

資本剰余金合計  4,913,403 18.5 4,913,403 15.4

Ⅲ 利益剰余金     

１ 利益準備金  37,000 37,000  

２ 当期未処分利益  1,794,051 4,094,067  

利益剰余金合計  1,831,051 6.9 4,131,067 13.0

Ⅳ その他有価証券評価差額金  676,897 2.5 911,585 2.9

Ⅴ 自己株式 ※５  △19,659 △0.1 ─ ─

資本合計  13,362,767 50.3 15,917,130 50.0

負債及び資本合計  26,559,564 100.0 31,845,895 100.0



②  損益計算書 

  

  

前へ   次へ 

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  26,340,583 100.0 31,863,288 100.0

Ⅱ 売上原価    

１ 製品期首たな卸高 946,545 758,621   

２ 当期製品製造原価 20,257,142 24,834,899   

合      計 21,203,687 25,593,520   

３ 他勘定振替高 ※１ 202,288 137,289   

４ 製品期末たな卸高 758,621 1,114,992   

５ 製品売上原価 20,242,778 24,341,239   

６ 商品期首たな卸高 ─ ─   

７ 当期商品仕入高 ─ 33,250   

合      計 ─ 33,250   

８ 商品期末たな卸高 ─ ─   

９ 商品売上原価 ─ 20,242,778 76.9 33,250 24,374,489 76.5

売上総利益  6,097,805 23.1 7,488,799 23.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１ 販売手数料 1,326,161 1,492,041   

２ 荷造運送費 815,587 979,253   

３ 広告宣伝費 127,332 120,080   

４ 旅費交通費 152,517 183,510   

５ 役員報酬 87,850 85,322   

６ 給料手当 568,419 617,063   

７ 賞与手当 89,211 118,381   

８ 賞与引当金繰入額 106,506 132,940   

９ 退職給付費用 90,447 88,207   

10 役員退職慰労引当金 
  繰入額 

36,962 73,316   

11 福利費 106,802 121,706   

12 交際費 26,110 34,758   

13 減価償却費 23,208 26,205   

14 試験研究費 ※２ 131,908 100,571   

15 事業税 45,496 47,119   

16 貸倒引当金繰入額 228 57   

17 その他 361,355 4,096,099 15.5 507,694 4,728,223 14.8

営業利益  2,001,706 7.6 2,760,576 8.7



  

  

前へ   次へ 

   
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅳ 営業外収益       

１ 受取利息  110 4,984    

２ 受取配当金 ※６ 20,282 50,905    

３ 仕入割引 ※６ 66,537 67,815    

４ 固定資産売却益 ※３ ─ 20    

５ 保険金収入  10,316 5,276    

６ 賃貸料収入 ※６ 24,105 22,161    

７ 施設使用料収入 ※６ 6,423 5,049    

８ 為替差益  22,726 5,423    

９ 雑収益 ※６ 26,847 177,346 0.7 31,305 192,938 0.6

Ⅴ 営業外費用       

１ 支払利息  34,053 33,894    

２ 手形売却損  41,304 41,545    

３ 債権譲渡損  4,130 11,855    

４ 売上割引  17,703 22,425    

５ 固定資産除売却損 ※４ 45,991 21,965    

６ たな卸資産除却損 ※５ 78,248 107,512    

７ 年金委託手数料  8,260 9,010    

８ 雑損失  19,549 249,238 1.0 20,590 268,796 0.9

経常利益    1,929,814 7.3 2,684,718 8.4

Ⅵ 特別利益       

１ 親会社株式売却益  ─ 873,466    

２ 投資有価証券売却益  ─ ─ 78,075 951,541 3.0

Ⅶ 特別損失       

１ 固定資産除却損 ※７ 5,391 27,703    

２ たな卸資産除却損 ※８ 75,438 80,448    

３ 投資有価証券売却損  4,246 8,644    

４ 投資有価証券評価損  2,520 ─    

５ ゴルフ会員権売却損  422 88,017 0.3 ─ 116,795 0.4

税引前当期純利益    1,841,797 7.0 3,519,464 11.0

法人税、住民税 
及び事業税 

 548,155 986,630    

法人税等調整額  142,463 690,618 2.6 △18,227 968,403 3.0

当期純利益    1,151,179 4.4 2,551,061 8.0

前期繰越利益    642,872 1,543,006  

当期未処分利益    1,794,051 4,094,067  



製造原価明細書 

  
  

  

注記 

  

  

前へ   次へ 

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

Ⅰ 材料費    

  期首材料たな卸高 14,049 16,312   

  当期仕入高 12,855,544 14,647,307   

  期末材料たな卸高 16,312 12,853,281 58.1 21,219 14,642,400 56.9

Ⅱ 労務費 2,707,548 2,707,548 12.3 2,953,938 2,953,938 11.5

Ⅲ 経費    

  外注加工費 5,508,195 6,863,313   

  減価償却費 295,839 439,018   

  その他経費 748,447 6,552,481 29.6 830,983 8,133,314 31.6

  当期総製造費用  22,113,310 100.0 25,729,652 100.0

  期首仕掛品たな卸高  4,181,347 5,617,580 

      計  26,294,657 31,347,232 

  期末仕掛品たな卸高  5,617,580 6,051,051 

  他勘定振替高 ※２  419,935 461,282 

  当期製品製造原価  20,257,142 24,834,899 

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 １ 当社の採用する原価計算方法 個別原価計算 同左 

※２ 他勘定振替高の内訳は次のと
おりであります。 

 

   未収入金へ振替 17,889千円 18,405千円

   有形固定資産へ振替 137,056 〃 122,926 〃 

   長期前払費用へ振替 13,921 〃 14,616 〃 

   販売費及び一般管理費へ振替 172,821 〃 143,297 〃 

   営業外費用へ振替 78,248 〃 107,512 〃 

   特別損失へ振替 ─ 〃 54,526 〃 



③  キャッシュ・フロー計算書 
  

  

   
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

 １ 税引前当期純利益   1,841,797 3,519,464 

 ２ 減価償却費   319,047 465,223 

 ３ 貸倒引当金の増加額又は減少額(△)   △19,522 57 

 ４ 賞与引当金の増加額又は減少額(△)   196,000 72,000 

 ５ 退職給付引当金の増加額又は減少額(△)   70,779 35,965 

 ６ 役員退職慰労引当金の増加額又は 

   減少額(△) 
  36,962 △110,707 

 ７ 受取利息及び配当金   △20,392 △55,889 

 ８ 支払利息   34,053 33,894 

 ９ 手形売却損   41,304 41,545 

 10 為替差益(△)又は為替差損   △21,317 △1,001 

 11 有形固定資産除売却損   45,258 43,071 

 12 投資有価証券売却益(△)又は 

売却損もしくは償還損 
  4,246 △69,430 

 13 親会社株式売却益(△)   ─ △873,466 

 14 投資有価証券評価損   2,520 ─ 

 15 ゴルフ会員権売却損   20,171 ─ 

 16 売上債権の増加額(△)又は減少額   △3,436,816 △1,851,683 

 17 たな卸資産の増加額(△)又は減少額   △1,353,650 △879,758 

 18 前払年金費用の増加額(△)又は減少額   93,833 95,899 

 19 前払費用等の増加額(△)又は減少額   △16,980 △9,434 

 20 仕入債務の増加額又は減少額(△)   1,936,172 2,238,280 

 21 未払費用等の増加額又は減少額(△)   111,574 76,937 

 22 割引手形の増加額又は減少額(△)   689,990 △99,992 

 23 役員賞与の支払額   ─ △15,000 

小計   575,029 2,655,975 

 24 利息及び配当金の受取額   20,202 55,889 

 25 利息の支払額   △34,053 △33,894 

 26 手形売却損   △41,304 △41,545 

 27 法人税等の支払額(△)又は還付額   △25,022 △1,040,533 

 営業活動によるキャッシュ・フロー   494,852 1,595,892 



  

  

  

④  利益処分計算書 

  

  

前へ   次へ 

   
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

 １ 子会社への出資による支出   △33,327 ─ 

 ２ 有形固定資産の取得による支出   △323,691 △934,750 

 ３ 無形固定資産の取得による支出   △6,511 △18,451 

 ４ 有形固定資産の売却による収入   3,631 3,029 

 ５ ゴルフ会員権の売却による収入   1,500 ─ 

 ６ 投資有価証券の取得による支出   △3,926 △212,020 

 ７ 投資有価証券の売却又は償還による収入   22,713 662,471 

 ８ 親会社株式の売却による収入   ─ 1,169,232 

 ９ 貸付による支出   △660 △528 

 10 貸付金の回収による収入   1,314 1,523 

 11 積立保険のための支出   △56,980 △30,424 

 12 積立保険の解約による収入   31,461 192,555 

 投資活動によるキャッシュ・フロー   △364,476 832,637 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

 １ 短期借入による収入   200,000 600,000 

 ２ 短期借入金の返済による支出   ─ △600,000 

 ３ 自己株式の取得による支出   △6,254 △13,840 

 ４ 配当金の支払額   △20 △233,666 

 財務活動によるキャッシュ・フロー   193,726 △247,506 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   8,470 3,628 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額又は 

  減少額(△) 
  332,572 2,184,651 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   3,259,201 3,591,773 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高   3,591,773 5,776,424 
     

    
前事業年度 

(平成17年６月29日） 
当事業年度 

(平成18年６月27日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 当期未処分利益 1,794,051 4,094,067

Ⅱ 利益処分額  

   利益配当金 236,045 ─  

   役員賞与金 15,000 17,440  

   （うち監査役賞与金） (2,500) 251,045 (1,840) 17,440

Ⅲ 次期繰越利益 1,543,006 4,076,627



重要な会計方針 

  

  

項目 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

    

 (1) 子会社株式及び関連会

社株式 

 移動平均法による原価法 同左 

 (2) その他有価証券     

  ①時価のあるもの  決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定) 

同左 

  ②時価のないもの  移動平均法による原価法 同左 

２ デリバティブの評価基準

及び評価方法 

 時価法 同左 

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

    

 (1) 製品・原材料・貯蔵品  移動平均法による原価法 同左 

 (2) 仕掛品  個別法による原価法 同左 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

    

 (1) 有形固定資産  建物については定額法、建物以外の

資産については定率法。 

 なお、主な耐用年数については次の

とおりであります。 

 建物   ８～50年 

 機械装置   10年 

同左 

 (2) 無形固定資産  定額法 

 なお、主な耐用年数については次の

とおりであります。 

 自社利用のソフトウエア ５年 

同左 

 (3) 長期前払費用  均等額償却 同左 

５ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権及び債務は、決算日

の直物為替相場により円換算し、換算

差額は当期の損益として処理しており

ます。 

同左 

６ 引当金の計上基準     

 (1) 貸倒引当金  債権の貸倒損失に備え、一般債権に

ついては貸倒実績率により計上するほ

か、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては、個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

同左 

 (2) 賞与引当金  従業員の賞与の支出に備え、支給見

込額を計上しております。 

同左 



  

  

  

項目 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

 (3) 退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当期末において

発生していると認められる額を計上し

ております。 

 会計基準変更時差異については、15

年による按分額を費用処理しておりま

す。 

 過去勤務債務については、各事業年

度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定年数(13年)による

按分額をそれぞれ費用から控除する処

理をしております。 

 数理計算上の差異については、各事

業年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定年数(５年)に

よる按分額をそれぞれ発生時の翌事業

年度より費用処理することとしており

ます。 

同左 

 (4) 役員退職慰労引当金  役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、役員退職慰労金支給内規に基づく

期末要支給額の100％を計上しており

ます。 

同左 

７ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

の方法によっております。 

同左 

８ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日か

ら３ヶ月以内に満期日の到来する流動

性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資からなって

おります。 

同左 

９ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

    

 （1）消費税等の処理方法  税抜方式を採用しております。 同左 

 （2）連結納税制度の適用 ─  平成17年10月１日付の株式交換によ

りオークマ ホールディングス㈱の完

全子会社となったことに伴い、同日よ

り連結納税制度を適用しております。 



会計処理の変更 

  

追加情報 

  

前へ   次へ 

項目 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

 固定資産の減損に係る会計

基準 

  

  

─ 

  

 当会計期間から「固定資産の減損に

係る会計基準」（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準委

員会平成15年10月31日企業会計基準適

用指針第６号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあり

ません。 

項目 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

法人事業税における外形標準

課税部分の損益計算書上の表

示方法 

 「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日企

業会計基準委員会実務対応報告第12

号）が公表されたことに伴い、当事業

年度から法人事業税の付加価値割及び

資本割を販売費及び一般管理費として

処理しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が

45,496千円増加し、営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益が同額減少し

ております。 

─ 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

項目 
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

  

12,052,042千円 

  

11,989,829千円 

※２ 担保に供している資産 

   建物・土地は工場財団を組成

し、下記債務の担保として抵当

権を設定しております。 

    

  (1) 担保に供している資産 

 建物 

 土地 

 合計 

  

776,940千円

87,524千円

864,464千円

  

1,563,192千円

87,524千円

1,650,716千円

  (2) 担保資産に対応する債務 

     短期借入金 

  

1,900,000千円 

  

1,600,000千円 

 ３ 受取手形割引高 3,199,991千円 3,099,999千円 

※４ 授権株式数 

 定款において「株式の消却が行わ

れた場合には、これに相当する株式

数を減ずる。」旨定められておりま

す。 

  

普通株式 117,400,000株

 定款において「株式の消却が行わ

れた場合には、これに相当する株式

数を減ずる。」旨定められておりま

す。 

  

普通株式 117,400,000株

   発行済株式総数 普通株式 47,375,902株 普通株式 47,375,902株

※５ 自己株式の保有数 普通株式 165,844株 普通株式 ─株

※６ 関係会社に対するものが次の

とおり含まれております。 

    受取手形 

    売掛金 

    支払手形 

    買掛金 

    設備関係支払手形 

  

  

471,742千円 

728,025千円 

663,537千円 

116,742千円 

41,738千円 

  

  

347,346千円 

718,861千円 

773,505千円 

175,305千円 

─千円 

 ７ 配当制限  有価証券の時価評価により、純資

産額が676,897千円増加しておりま

す。 

 なお、当該金額は商法施行規則第

124条第３号の規定により、配当に

充当することが制限されておりま

す。 

 有価証券の時価評価により、純資

産額が911,585千円増加しておりま

す。 

 なお、当該金額は商法施行規則第

124条第３号の規定により、配当に

充当することが制限されておりま

す。 



(損益計算書関係) 

  

  

(キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 他勘定振替の内訳は次のとお

りであります。 

    未収入金へ振替 

    有形固定資産へ振替 

    特別損失へ振替 

  

  

355千円 

126,495千円 

75,438千円 

  

  

34千円 

111,333千円 

25,922千円 

※２ 一般管理費に含まれる研究開

発費の総額は次のとおりであり

ます。 

  

  

131,908千円 

  

  

100,571千円 

※３ 固定資産売却益の内訳は次の

とおりであります。 

    機械装置 

  

  

─千円 

  

  

20千円 

※４ 固定資産除売却損の内訳は次

のとおりであります。 

  ①除却損  機械装置 

        車両運搬具 

        工具器具備品 

  ②売却損  機械装置 

        車両運搬具 

  

  

20,792千円 

45千円 

19,521千円 

5,633千円 

─千円 

  

  

1,020千円 

151千円 

15,862千円 

4,863千円 

69千円 

※５ たな卸資産除却損の内訳は次

のとおりであります。 

    仕掛品 

  

  

78,248千円 

  

  

107,512千円 

※６ 営業外収益のうち関係会社に

対するものは次のとおりであり

ます。 

    受取配当金 

    仕入割引 

    賃貸料収入 

    施設使用料収入 

    雑収益 

  

  

  

11,638千円 

46千円 

15,895千円 

6,423千円 

3,752千円 

  

  

  

38,722千円 

105千円 

13,660千円 

5,049千円 

2,948千円 

※７ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。 

    建物 

    構築物 

  

  

5,391千円 

─千円 

  

  

26,094千円 

1,609千円 

※８ たな卸資産除却損の内訳は次

のとおりであります。 

    製品 

    仕掛品 

  

  

75,438千円 

─千円 

  

  

25,922千円 

54,526千円 

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

  現金及び預金 

  親会社預け金 

  現金及び現金同等物 

  

  

  

  

3,591,773千円

─千円

3,591,773千円

  

  

  

  

4,776,424千円

1,000,000千円

5,776,424千円



(リース取引関係) 

  

  

前へ   次へ 

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引に係る注

記 

    

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

  

取得価額相当額 

減価償却累計額相当額 

期末残高相当額 

  

  

  

工具器 
具備品 
(千円) 

 
ソフト
ウエア 
(千円) 

合計
(千円) 

127,704 37,716 165,420

121,064 9,060 130,124

6,640 28,656 35,296

  

  

  

工具器
具備品 
(千円) 

ソフト 
ウエア 
(千円) 

 
合計 
(千円) 

67,464 63,522 130,986

13,745 20,119 33,864

53,719 43,403 97,122

  (注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により

算定しております。 

同左 

 ② 未経過リース料期末残高相当

額 

    １年内 

    １年超 

    合 計 

  

  

11,345千円

23,951千円

35,296千円

  

  

26,197千円

70,925千円

97,122千円

  (注) 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しておりま

す。 

同左 

 ③ 当期の支払リース料及び減価

償却費相当額 

   支払リース料 

   減価償却費相当額 

  

  

34,502千円

34,502千円

  

  

26,284千円

26,284千円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法  リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用してお

ります。 

同左 



(有価証券関係) 

１ 売買目的有価証券 

前事業年度(平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

当事業年度(平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

２ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

前事業年度(平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

当事業年度(平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

３ 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

前事業年度(平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

当事業年度(平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

４ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 時価のある株式等については、当期末における時価が取得原価の50％以上下落した場合、減損処理を行っております。 

又、時価が取得原価まで回復する可能性があると認められる場合を除き、当期末における時価が取得原価の30％以上50％未

満下落した場合、過去の時価の推移等を勘案して減損処理を行っております。 

  

  

区分 

前事業年度
(平成17年３月31日) 

当事業年度 
(平成18年３月31日) 

取得原価 
(千円) 

貸借対照表日
における貸借
対照表計上額
(千円) 

差額
(千円) 

取得原価
(千円) 

貸借対照表日
における貸借
対照表計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの 

     

 株式 638,896 1,759,688 1,120,792 573,492 2,106,857 1,533,365

 債券 ─ ─ ─ ─ ─ ─

 その他 264,412 296,345 31,933 ─ ─ ─

小計 903,308 2,056,033 1,152,725 573,492 2,106,857 1,533,365

貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの 

     

 株式 14,055 12,005 △2,050 ─ ─ ─

 債券 ─ ─ ─ ─ ─ ─

 その他 302,844 290,769 △12,075 ─ ─ ─

小計 316,899 302,774 △14,125 ─ ─ ─

合計 1,220,207 2,358,807 1,138,600 573,492 2,106,857 1,533,365



５ 当事業年度中に売却したその他有価証券 

  

  

６ 時価評価されていない有価証券 

  

(注)前期において、その他有価証券について2,520千円の減損処理を行っております。 

  

７ その他有価証券のうち満期があるものの貸借対照表日後における償還予定額 

前事業年度(平成17年３月31日) 

  

  

当事業年度(平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

区分 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

売却額(千円) 22,713 662,471 

売却益の合計額(千円) ─ 78,075 

売却損の合計額(千円) 4,246 8,644 

区分 

前事業年度
(平成17年３月31日) 

当事業年度 
(平成18年３月31日) 

貸借対照表計上額(千円) 貸借対照表計上額(千円) 

(1) その他有価証券     

  非上場株式（店頭売買株式を除

く） 
40,800 40,800 

合計 40,800 40,800 

(2) 子会社株式及び関連会社株式     

 ①子会社株式 30,350 30,350 

 ②関連会社株式 10,000 10,000 

合計 40,350 40,350 

区分 
1年以内 
(千円) 

1年超５年以内
(千円) 

５年超10年以内
(千円) 

10年超 
(千円) 

その他 23,040 146,917 266,578 ─



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

  

２ 取引の時価等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

前へ   次へ 

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 取引の内容  当社は為替予約取引を利用しており

ます。 

同左 

２ 取引に対する取組方針  当社は通常の営業取引に係る輸出実

績等を踏まえ必要な範囲内で為替予約

取引を利用することにしております。 

 又、１年を超える長期契約は行わな

い方針を採用しております。 

同左 

３ 取引の利用目的  当社は通常の取引の範囲内で、外貨

建営業債権に係る将来の為替レートの

変動リスクを回避する目的で、為替予

約取引を利用しております。 

同左 

４ 取引に係るリスクの内容  当社が利用している為替予約取引

は、為替相場の変動によるリスクを有

しております。 

 なお、当社の為替予約取引の契約先

は信用度の高い国内の銀行であるた

め、相手方の契約不履行によるリスク

はほとんどないと認識しております。 

同左 

５ 取引に係るリスク管理体

制 

 通常の営業取引に係る為替予約取引

は営業本部で行っており、その取引結

果は毎月管理本部に報告されておりま

す。 

 又、当該取引は規模が小さいため、

取引に関する管理規程については特に

設けておりません。 

同左 



(退職給付関係) 

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概

要 

 従業員の退職給付に関する制度と

して、適格退職年金制度及び確定給

付企業年金制度を採用しておりま

す。 

 なお、従業員の退職等に際して割

増退職金を支払う場合があります。 

同左 

２ 退職給付債務に関する事項 

①退職給付債務 

②未認識過去勤務債務 

③未認識数理計算上の差異 

④会計基準変更時差異の未処理額

⑤年金資産 

      差引 

⑥前払年金費用 

⑦退職給付引当金 

  

3,299,121千円

△543,404 〃 

146,136 〃 

880,316 〃 

2,531,183 〃 

284,890 〃 

149,788 〃 

434,678千円

  

3,431,524千円

△484,249 〃 

△533,109 〃 

792,284 〃 

3,239,844 〃 

416,754 〃 

53,889 〃 

470,643千円

      

３ 退職給付費用に関する事項 

①勤務費用 

②利息費用 

③期待運用収益 

④会計基準変更時差異の 
 費用処理額 

⑤数理計算上の差異の費用処理額

⑥過去勤務債務の費用処理額 

⑦退職給付費用 

  

113,681千円

86,492 〃 

△57,703 〃 

88,032 〃 

193,247 〃 

△59,156 〃 

364,593千円

  

107,380千円

82,478 〃 

△43,030 〃 

88,032 〃 

168,169 〃 

△59,156 〃 

343,873千円

４ 退職給付債務等の計算の基礎に

関する事項 

①退職給付見込額の期間配分方法

②割引率 

③期待運用収益率 

④過去勤務債務の額の処理年数 

⑤数理計算上の差異の処理年数 

⑥会計基準変更時差異の処理年数

  

  

期間定額基準 

2.5％ 

2.3％ 

 13年 

 ５年 

 15年 

  

  

同左 

同左 

同左 

同左 

同左 

同左 



(税効果会計関係) 
  

  

(持分法損益等) 
  

  
前へ   次へ 

項目 前事業年度(平成17年３月31日) 当事業年度(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債

の発生の主な原因別の内訳 

    

 ［繰延税金資産］ 

  (流動資産) 

賞与引当金 

未払事業税 

その他 

      小計 

  

  

152,874千円

54,724 〃 

39,954 〃 

247,552千円

  

  

182,069千円

46,791 〃 

32,673 〃 

261,533千円

  (固定資産) 

役員退職慰労引当金 

退職給付引当金 

投資有価証券 

ソフトウエア 

その他 

評価性引当額 

繰延税金負債(固定)と相殺 

      小計 

 繰延税金資産合計 

  

132,837千円

115,523 〃 

238,811 〃 

7,206 〃 

434 〃 

△238,811 〃 

△256,000 〃 

─ 千円

247,552千円

  

87,945千円

168,994 〃 

125,197 〃 

2,872 〃 

434 〃 

△125,197 〃 

△260,245 〃 

─ 千円

261,533千円

 ［繰延税金負債］ 

  (固定負債) 

その他有価証券評価差額金 

繰延税金資産(固定)と相殺 

      小計 

 繰延税金負債合計 

差引繰延税金資産の純額 

差引繰延税金負債の純額 

  

  

461,702千円

△256,000 〃 

205,702千円

205,702千円

41,850千円

─千円

  

  

621,780千円

△260,245 〃 

361,535千円

361,535千円

─千円

100,002千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用

後の法人税等の負担率との間に重

要な差異があるときの当該差異の

原因となった主な項目別の内訳 

 差異の原因の主な項目別の内訳 

  

法定実効税率 40.55% 

 （調整）  

交際費等の永久に損金

算入されない項目 

  

0.46〃

受取配当等の永久に益

金算入されない項目 

 

△0.18〃

住民税均等割等 1.21〃

評価性引当額の見直し △4.56〃

事業税外形標準課税 1.00〃

その他 △0.98〃

税効果会計適用後の法

人税等の負担率 

 

37.50%

 差異の原因の主な項目別の内訳 

  

法定実効税率 40.55% 

 （調整）  

交際費等の永久に損金

算入されない項目 

  

0.30〃

受取配当等の永久に益

金算入されない項目 

 

△0.27〃

住民税均等割等 0.63〃

評価性引当額の見直し △3.23〃

親会社株式売却益 △9.23〃

未払法人税等引当 

過大分 △1.03〃

その他 △0.20〃

税効果会計適用後の法

人税等の負担率 

 

27.52%

項目 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

関連会社に対する投資の金額 10,000千円 10,000千円 

持分法を適用した場合の投資の金額 850,954千円 1,007,171千円 

持分法を適用した場合の投資利益の金額 80,751千円 132,094千円 



（関連当事者との取引） 

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

  

 （注）１ 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

買入部品の仕入等については、オークマ㈱の見積りをベースとしてその都度価格交渉の上、双方の合意に

基づき決定しております。 

    ２ 取引金額には消費税等を含んでおりませんが、期末残高については消費税等を含んでおります。 

  

２ 子会社等 

  

 （注）１ 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

当社製品の販売については、当社と関連を有さない他の当事者との同様の価格によっており、一般的条件

と同様に価格を決定しております。又、賃貸料収入等については、近隣の取引実勢を参考に決定しておりま

す。 

    ２ 取引金額には消費税等を含んでおりませんが、期末残高については消費税等を含んでおります。 

  

当事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

  

 （注）１ 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

当社との営業外取引については、当社と関連を有さない他の当事者との同様の価格によっており、一般的

条件と同様に価格を決定しております。 

    ２ 取引金額には消費税等を含んでおりません。 

属性 会社等 
の名称 住所 資本金 

(千円) 事業の内容 
議決権等の
被所有割合
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円) 科目 期末残高

(千円) 役員の
兼任等
（人） 

事業上
の関係 

その他の
関係会社 

オークマ 
株式会社 

愛知県 
丹羽郡 
大口町 

13,733,118 工作機械 
製造業 

直接 15.9
間接 0.5 兼任 １

買入部品
の仕入等 

営業取
引 

買入部
品の仕
入等 

1,047,466 
買掛金 76,635

支払手形 480,970

属性 会社等 
の名称 住所 資本金 

(千円) 事業の内容 
議決権等の
所有割合 
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円) 科目 期末残高

(千円) 役員の
兼任等
（人） 

事業上
の関係 

子会社 
大隈豊和 
サービス 
株式会社 

愛知県 
江南市 15,000 

工作機械
のアフタ
ーサービ
ス 

直接 100 兼任 ３
当社製品
の保守修
理等 

営業取
引以外
の取引

賃貸料
収入等

30,616 未収入金 ─ 

関連会社 
株式会社 
日本精機 
商会 

愛知県 
小牧市 30,000 卸売業 直接 33.3 ─

当社製品
等の販売 

営業取
引 

当社製
品等の
販売 

1,979,614 
売掛金 667,366

受取手形 355,091

属性 会社等 
の名称 住所 資本金 

(千円) 事業の内容 
議決権等の
被所有割合
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円) 科目 期末残高

(千円) 役員の
兼任等
（人） 

事業上
の関係 

親会社 

オークマ  
ホールデ
ィングス 
株式会社 

愛知県 
丹羽郡 
大口町 

18,000,180 

グループ
子会社の
経営管理
業 

直接 100 兼任 3
経営指導
及び業務
委託 

営業取
引以外
の取引

親会社
株式の
売却 

1,173,036 － － 

親会社
預け金 1,000,000 

親会社預
け金 1,000,000



２ 子会社等 
  

 （注）１ 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

当社製品の販売については、当社と関連を有さない他の当事者との同様の価格によっており、一般的条件

と同様に価格を決定しております。又、賃貸料収入等については、近隣の取引実勢を参考に決定しておりま

す。 

    ２ 取引金額には消費税等を含んでおりませんが、期末残高については消費税等を含んでおります。 

  

(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

  

  

属性 会社等 
の名称 住所 資本金 

(千円) 事業の内容 
議決権等の
所有割合 
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円) 科目 期末残高

(千円) 役員の
兼任等
（人） 

事業上
の関係 

子会社 
大隈豊和 
サービス 
株式会社 

愛知県 
江南市 15,000 

工作機械
のアフタ
ーサービ
ス 

直接 100 兼任 ３
当社製品
の保守修
理等 

営業取
引以外
の取引

賃貸料
収入等

36,763 未収入金 ─ 

関連会社 
株式会社 
日本精機 
商会 

愛知県 
小牧市 30,000 卸売業 直接 33.3 ─

当社製品
等の販売 

営業取
引 

当社製
品等の
販売 

1,855,883 
売掛金 573,168

受取手形 157,578

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ １株当たり純資産額 282円73銭 335円61銭

２ １株当たり当期純利益 24円06銭 53円58銭

  

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額は、潜在株式が存在

しないため、記載をしておりませ

ん。 

同左 

項目
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

損益計算書上の当期純利益(千円) 1,151,179 2,551,061

普通株式に係る当期純利益(千円) 1,136,179 2,533,621

普通株主に帰属しない金額の主な内訳(千円)
     利益処分による役員賞与金 

15,000 17,440

普通株主に帰属しない金額(千円) 15,000 17,440

普通株式の期中平均株式数 (株) 47,224,350 47,288,343



(重要な後発事象) 

  

  

前へ   次へ 

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

株式交換契約の締結 
 当社は、平成17年５月16日開催の

取締役会においてオークマ㈱（平成

17年10月１日付けで「オークマ ホー

ルディングス株式会社」に商号変更

予定）及び大隈エンジニアリング㈱

との間で、オークマ ホールディング

ス㈱を完全親会社とする株式交換を

行うことを決議し、同日付で３社で

株式交換契約を締結しております。

同契約は、平成17年６月29日開催の

当社定時株主総会において承認され

ており、平成17年10月１日に株式交

換が実施される予定であります。 

 詳細につきましては、「第５ 経理

の状況 １連結財務諸表等（１）連結

財務諸表（重要な後発事象）前連結会

計年度」に記載しております。 

── 

合併契約の締結 

── 

 当社は、平成18年４月28日開催の

取締役会において、当社とオークマ 

 ホールディングス㈱、オークマ㈱及

び大隈エンジニアリング㈱との間

で、オークマ ホールディングス㈱を

存続会社とする合併を行うことを決

議し、同日付で合併契約を締結して

おります。同契約は、平成18年５月

16日開催の当社臨時株主総会におい

て承認されており、平成18年７月１

日に合併が実施される予定でありま

す。 

 詳細につきましては、「第２ 事業

の状況 ５ 経営上の重要な契約等」

に記載しております。 



⑤  附属明細表 

 ａ有価証券明細表 

株式 

  

  
  

銘柄 株式数(株)
貸借対照表 
計上額(千円) 

投資有価 
証券 

その他 
有価証券 

三井トラスト・ホールディングス（株） 500,200 860,844

ユアサ商事（株） 1,323,084 357,233

（株）三菱ＵＦＪフィナンシャルグループ 146 263,052

（株）愛知銀行 12,500 176,500

（株）名古屋銀行 190,000 176,320

フルサト工業（株） 38,110 97,943

（株）山善 80,134 70,678

（株）三井住友フィナンシャルグループ 32 42,432

サンコー商事（株） 80,000 40,000

旭精機工業（株） 106,480 32,157

その他7銘柄 ─ 30,499

小計 ─ 2,147,658

計 ─ 2,147,658



ｂ有形固定資産等明細表 

  

(注)１．無形固定資産の金額が資産総額の１％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の記載を省

略しております。 

   ２．当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

       ① 建物     中工場  組立工場 477,162千円 

       ② 機械装置   中工場  製造設備 237,403千円 

   ３．当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。 

         工具器具備品 木 型       236,956千円 

資産の種類 
前期末残高
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額(千円)

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高 
(千円) 

有形固定資産      

 建物 4,972,904 568,645 64,028 5,477,521 3,527,542 86,391 1,949,979

 構築物 372,245 48,145 12,671 407,719 313,454 10,682 94,265

 機械装置 7,453,817 495,987 176,155 7,773,649 6,421,286 203,544 1,352,363

 車両運搬具 113,888 42,360 6,004 150,244 103,774 8,504 46,470

 工具器具備品 2,001,162 204,400 309,584 1,895,978 1,623,773 151,010 272,205

 土地 349,805 ─ ─ 349,805 ─ ─ 349,805

 建設仮勘定 86,106 422,276 455,688 52,694 ─ ─ 52,694

有形固定資産計 15,349,927 1,781,813 1,024,130 16,107,610 11,989,829 460,131 4,117,781

無形固定資産      

 借地権 ─ ─ ─ 13,174 ─ ─ 13,174

 商標権 ─ ─ ─ 216 117 22 99

 電話加入権 ─ ─ ─ 8,595 ─ ─ 8,595

 施設利用権 ─ ─ ─ 9,624 8,771 641 853

 ソフトウェア ─ ─ ─ 31,825 9,502 4,429 22,323

無形固定資産計 44,983 18,451 ─ 63,434 18,390 5,092 45,044

長期前払費用 78,523 57,692 37,586 98,629 39,761 40,221 58,868

繰延資産 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─



ｃ社債明細表 

該当事項はありません。 

  

ｄ借入金等明細表 

  

(注) 「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

  

ｅ資本金等明細表 

  

ｆ引当金明細表 

  

 

  

前へ   次へ 

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期末残高
(千円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 2,400,000 2,400,000 1.43 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 ― ― ― ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。) 

― ― ― ─ 

その他の有利子負債 ― ― ― ─ 

合計 2,400,000 2,400,000 ― ― 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金 (千円) 5,961,075 ─ ─ 5,961,075

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式 (株) (47,375,902) (    ─) (    ─) (47,375,902)

普通株式 (千円) 5,961,075 ─ ─ 5,961,075

計 (株) (47,375,902) (    ─) (    ─) (47,375,902)

計 (千円) 5,961,075 ─ ─ 5,961,075

資本準備金及び 
その他資本剰余金 

(資本準備金) 
株式払込剰余金 

  
(千円) 2,000,000 

─ ─ 
 

2,000,000 

(その他資本剰余金) 
資本準備金減少差益 
自己株式処分差益 

  
(千円) 
(千円) 

2,913,190 
213 

─ 
─ 

 
─ 
─ 

 
2,913,190 

213 

計 (千円) 4,913,403 ─ ─ 4,913,403

利益準備金及び 
任意積立金 

利益準備金 (千円) 37,000 ─ ─ 37,000

計 (千円) 37,000 ─ ─ 37,000

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
(目的使用) 
(千円) 

当期減少額
(その他) 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

貸倒引当金 2,261 56 ─ ─ 2,317 

賞与引当金 377,000 449,000 377,000 ─ 449,000 

役員退職慰労引当金 327,588 73,316 184,023 ─ 216,881 



(2) 主な資産及び負債の内容 

① 資産の部 

  現金及び預金 

  

  

  受取手形 

  相手先別内訳 

  

  

  期日別内訳 

  

  

区分 金額(千円)

現金 14,465 

預金   

当座預金 36,693 

普通預金 4,725,021 

別段預金 245 

小計 4,761,959 

計 4,776,424 

相手先名 金額(千円)

ユアサ商事㈱ 1,593,846 

㈱兼松KGK 968,130 

㈱山善 863,250 

オークマ㈱ 189,768 

三菱商事テクノス㈱ 178,096 

その他 1,270,645 

計 5,063,735 

期日 金額(千円)

平成18年４月 576,493 

    ５月 705,808 

    ６月 897,418 

    ７月 1,401,710 

    ８月 1,285,073 

    ９月以降 197,233 

計 5,063,735 



  売掛金 

  相手先別内訳 
  

  

  滞留状況 
  

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、期間中月平均売上高は消費税等を含んでおります。 

  

  製品 
  

  

  原材料 
  

  

相手先名 金額(千円)

ユアサ商事㈱ 1,510,912 

㈱山善 764,271 

㈱日本精機商会 573,168 

㈱兼松KGK 411,073 

豊田通商㈱ 361,616 

その他 3,150,155 

計 6,771,195 

売掛金残高  

 期首(千円) 6,383,806 

 期末(千円) 6,771,195 

 期中平均(Ａ)(千円) 6,577,501 

期間中平均売上高(Ｂ)(千円) 2,777,964 

滞留期間((Ａ)/(Ｂ)×30)(日) 71.0 

品目 金額(千円)

マシニングセンタ 515,749 

NC旋盤 599,243 

計 1,114,992 

品目 金額(千円)

鋳造品 2,804 

鋼材 7,331 

非鉄金属 687 

統一部品 10,397 

計 21,219 



  仕掛品 
  

  

  貯蔵品 

  

  

品目 金額(千円)

マシニングセンタ 3,131,047 

NCフライス盤 198,180 

NC旋盤 2,554,875 

汎用フライス盤他 166,949 

計 6,051,051 

品目 金額(千円)

油薬品 1,917 

消耗工具器具他 21,052 

計 22,969 



② 負債の部 
  支払手形(設備関係支払手形を含む) 
  相手先別内訳 

  

  

  期日別内訳 
  

  

  買掛金 
  相手先別内訳 

  

  

  

(3) その他 
該当事項はありません。 

  

  

前へ     

相手先名 金額(千円) 

オークマ㈱ 418,965 

㈱ナカノフドー建設 409,815 

岐阜機械商事㈱ 336,593 

日本精機商会㈱ 334,884 

㈱近藤製作所 250,648 

その他 6,726,594 

計 8,477,499 

期日 金額(千円) 

平成18年４月 1,608,086 

    ５月 1,663,980 

    ６月 1,625,251 

    ７月 2,029,726 

    ８月 820,840 

    ９月 729,616 

計 8,477,499 

相手先名 金額(千円) 

ファナック㈱ 199,612 

日本精機商会㈱ 106,442 

岐阜機械商事㈱ 88,468 

オークマ㈱ 72,883 

土平鋳工㈱ 63,805 

その他 1,781,711 

計 2,312,921 



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 
1,000株未満の任意の株数を表示した株券・1,000株券及び1,001株以上の任意の株数
を表示した株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え   

  取扱場所 
名古屋市中区栄３丁目15番33号
中央三井信託銀行㈱名古屋支店 

  株主名簿管理人 
東京都港区芝３丁目33番１号
中央三井信託銀行㈱ 

  取次所 
中央三井信託銀行㈱ 本店及び各支店
日本証券代行㈱ 本店及び全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 
不所持株券の交付請求により株券を発行する場合並びに株券の喪失・汚損・毀損によ
り株券を発行する場合１枚につき200円 

 株券喪失登録に伴う 
 手数料 

１．喪失登録   １件につき8,600円
２．喪失登録株券 １枚につき 500円 

単元未満株式の買取り・
買増し 

  

  取扱場所 
名古屋市中区栄３丁目15番33号
中央三井信託銀行㈱名古屋支店 

  株主名簿管理人 
東京都港区芝３丁目33番１号
中央三井信託銀行㈱ 

  取次所 
中央三井信託銀行㈱ 本店及び各支店
日本証券代行㈱ 本店及び全国各支店 

  買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

当社の公告は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子
公告による公告をすることができない場合は、名古屋市において発行される中日新聞
で行う。なお、電子公告は当社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次の
とおりです。 
http://www.okuma.co.jp/koukoku.htm 

株主に対する特典 該当事項なし 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はない。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第141期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月29日 
関東財務局長に提出 

            

(2) 
有価証券報告書 
の訂正報告書 

上記(1)に係わる訂正報告書であります。 
平成17年７月５日 
関東財務局長に提出 

        

(3) 
有価証券報告書 
の訂正報告書 

上記(1)に係わる訂正報告書であります。 
平成18年１月６日 
関東財務局長に提出 

        

(4) 
有価証券届出書 
及びその添付書類 

一般募集、引受人の買取引受による売出 
し、オーバーアロットメントによる売出 
しによる株式の募集を対象とした有価証 
券届出書であります。 

平成18年１月11日 
関東財務局長に提出 

        

(5) 
有価証券届出書 
及びその添付書類 

第三者割当による株式の募集を対象とし 
た有価証券届出書であります。 

平成18年１月11日 
関東財務局長に提出 

        

(6) 
有価証券届出書 
の訂正届出書 

上記(4)に係わる訂正届出書であります。 
平成18年１月13日 
平成18年１月19日 
関東財務局長に提出 

        

(7) 
有価証券届出書 
の訂正届出書 

上記(5)に係わる訂正届出書であります。 
平成18年１月13日 
平成18年１月19日 
関東財務局長に提出 

        

(8) 半期報告書 （第142期中） 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

  
平成17年12月16日 
関東財務局長に提出 

        

(9) 
臨時報告書 
の訂正報告書 

平成17年１月24日提出の臨時報告書 
（企業内容等の開示に関する内閣府令第 
19条第2項第6号の2及び第7号の規定に基 
づくもの）の訂正報告書であります。 

平成17年５月16日 
関東財務局長に提出 

        

(10) 臨時報告書 
企業内容等の開示に関する内閣府令第 
19条第2項第6号の2（株式交換）の 
規定に基づき提出するものであります。 

平成17年６月29日 
関東財務局長に提出 

        

(11) 臨時報告書 
企業内容等の開示に関する内閣府令第 
19条第2項第9号（代表取締役の異動）の 
規定に基づき提出するものであります。 

平成17年10月３日 
関東財務局長に提出 

        

(12) 臨時報告書 
企業内容等の開示に関する内閣府令第 
19条第2項第3号（特定子会社の異動）の 
規定に基づき提出するものであります。 

平成17年10月３日 
関東財務局長に提出 

        



  

(13) 臨時報告書 
企業内容等の開示に関する内閣府令第 
19条第2項第7号の2（合併）の規定に基 
づき提出するものであります。 

平成18年１月11日 
関東財務局長に提出 

        

(14) 
臨時報告書 
の訂正報告書 

上記(12)に係わる訂正届出書であります。
平成18年４月28日 
関東財務局長に提出 

        

(15) 臨時報告書 
企業内容等の開示に関する内閣府令第 
19条第2項第9号（代表取締役の異動）の 
規定に基づき提出するものであります。 

平成18年６月29日 
関東財務局長に提出 

        
(16) 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

自己株券買付 
状況報告書 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

報告期間 自 平成17年３月１日 
     至 平成17年３月31日 
  
     自 平成17年４月１日 
     至 平成17年４月30日 
  
     自 平成17年５月１日 
     至 平成17年５月31日 
  
     自 平成17年６月１日 
     至 平成17年６月29日 
  
       平成17年６月30日 
  
  
     自 平成17年７月１日 
     至 平成17年７月31日 
  
     自 平成17年８月１日 
     至 平成17年８月31日 
  
     自 平成17年９月１日 
     至 平成17年９月30日 
  
     自 平成17年10月１日 
     至 平成17年10月31日 
  
     自 平成17年11月１日 
     至 平成17年11月30日 
  
     自 平成17年12月１日 
     至 平成17年12月31日 
  
     自 平成18年１月１日 
     至 平成18年１月31日 
  
     自 平成18年２月１日 
     至 平成18年２月28日 
  
     自 平成18年３月１日 
     至 平成18年３月31日 
  
     自 平成18年４月１日 
     至 平成18年４月30日 
  
     自 平成18年５月１日 
     至 平成18年５月31日 
  

平成17年４月５日 
関東財務局長に提出 
  
平成17年５月９日 
関東財務局長に提出 
  
平成17年６月1日 
関東財務局長に提出 
  
平成17年７月４日 
関東財務局長に提出 
  
平成17年７月４日 
関東財務局長に提出 
  
平成17年８月４日 
関東財務局長に提出 
  
平成17年９月６日 
関東財務局長に提出 
  
平成17年10月５日 
関東財務局長に提出 
  
平成17年11月８日 
関東財務局長に提出 
  
平成17年12月７日 
関東財務局長に提出 
  
平成18年１月６日 
関東財務局長に提出 
  
平成18年２月10日 
関東財務局長に提出 
  
平成18年３月６日 
関東財務局長に提出 
  
平成18年４月５日 
関東財務局長に提出 
  
平成18年５月12日 
関東財務局長に提出 
  
平成18年６月２日 
関東財務局長に提出 
  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



  

平成17年６月29日

オークマ株式会社 

取締役会 御中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているオーク

マ株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、オ

ークマ株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、１．平成17年５月16日開催の取締役会及び平成17年６月29日開催の定時株

主総会において分割計画書が承認されている。２．会社は大隈豊和機械株式会社及び大隈エンジニアリング株式会社を

完全子会社とする株式交換契約を平成17年５月16日に締結し、同契約は平成17年６月29日開催の定時総会において承認

されている。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

独立監査人の監査報告書 

東陽監査法人 
  

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  市  川  康  夫  ㊞ 

     

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  榛  山  榮  一  ㊞ 

     

     

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  

平成18年６月29日

オークマ ホールディングス株式会社 

取締役会 御中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているオーク

マ ホールディングス株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につい

て監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、オ

ークマ ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結

会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当連結会計年度から固定資産の減

損に係る会計基準を適用しているため、当該基準により連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

独立監査人の監査報告書 

東陽監査法人 
  

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  市  川  康  夫  ㊞ 

     

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  榛  山  榮  一  ㊞ 

     

     

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  

平成17年６月29日

オークマ株式会社 

取締役会 御中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているオーク

マ株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第141期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、オーク

マ株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、１．平成17年５月16日開催の取締役会及び平成17年６月29日開催の定時株

主総会において分割計画書が承認されている。２．会社は大隈豊和機械株式会社及び大隈エンジニアリング株式会社を

完全子会社とする株式交換契約を平成17年５月16日に締結し、同契約は平成17年６月29日開催の定時総会において承認

されている。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

  

独立監査人の監査報告書 

東陽監査法人 
  

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  市  川  康  夫  ㊞ 

     

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  榛  山  榮  一  ㊞ 

     

     

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  

平成18年６月29日

オークマ ホールディングス株式会社 

取締役会 御中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているオーク

マ ホールディングス株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第142期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、オーク

マ ホールディングス株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当事業年度から固定資産の減損に係る

会計基準を適用しているため、当該基準により財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

独立監査人の監査報告書 

東陽監査法人 
  

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  市  川  康  夫  ㊞ 

     

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  榛  山  榮  一  ㊞ 

     

     

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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